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第４０回瀬戸内海広域漁業調整委員会 

１．日 時 

令和２年１２月１４日（月）１４時００分～１６時４０分 

２．場 所 

神戸地方合同庁舎３階 第６共用会議室（神戸市中央区海岸通２９）WEB 会議 

３．出席委員等 

（１）委 員 

【会 長】 

学識経験者     今井 一郎 

【府県互選委員】 

和 歌 山 県     大川 惠三 

大 阪 府     岡   修 

兵 庫 県     田沼  政男 

岡 山 県     淵本 重廣 

広 島 県     濵松 照行 

山 口 県     梅田 孝夫 

徳 島 県     岡本  彰 

香 川 県     服部 郁弘 

愛 媛 県     武田 晃一 

福 岡 県     伊藤 正博 

大 分 県     藤本 昭夫 

【農林水産大臣選任委員】 

学識経験者     山口 敦子 

学識経験者     副島 久実 

（２）参考人 

  濱田 研一 （瀬戸内海海域栽培漁業推進協議会((公社)全国豊かな海づくり推進協会専務理事））  

４．議 題 

(１) 広域魚種の資源管理について 

 ① サワラ 

② トラフグ 

(２) 太平洋クロマグロに関する広域漁業調整委員会指示について 

(３) その他 

① 改正漁業法の施行について 

② 新たな資源管理の推進に向けたロードマップについて 

③ 令和３年度資源管理関係予算について 
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５．議事の内容 

(14 時開会） 
○岩本所長   それでは、定刻となりましたので、ただいまから第４０回瀬戸内海

広域漁業調整委員会を開催いたします。私は、事務局の瀬戸内海漁業調整事務所長の

岩本です。よろしくお願いいたします。 
 さて、本日は、新型コロナウイルス感染症対策のためウェブ会議形式で開催してお

ります。委員定数１４名のうち、出席者名簿のとおり定足数であります、１４名の委

員全員の御出席を賜ってございますので、漁業法第１５６条で準用する同法第１４５

条の規定に基づき、本委員会は成立していることを御報告いたします。 
 それでは、今井会長、議事進行をお願いいたします。 
○今井会長   どうもありがとうございます。私は会長を拝命しております今井一

郎と申します。委員会の開催に当たりまして、一言、御挨拶を申し上げたいと思いま

す。 
 本日は、第４０回瀬戸内海広域漁業調整委員会にお集まりいただきまして、まこと

にありがとうございます。新型コロナウイルス感染症のリスクなどを踏まえまして、

前回５月の第３９回に続きまして、今回もウェブ会議スタイルにより開催する形にな

りました。 
 また、水産庁の魚谷資源管理推進室長、水産研究・教育機構水産資源研究所から水

産資源研究センター底魚資源部の本田副部長、全国豊かな海づくり推進協会の濱田専

務理事をはじめ担当官の方にも御臨席をいただいておりまして、ありがとうございま

す。 
 本日の委員会では、広域魚種でありますサワラ及びトラフグの資源管理、太平洋ク

ロマグロに関する広域漁業調整委員会指示、瀬戸内海広域漁業調整委員会事務規程の

一部改訂につきまして、御協議をいただくほか、１２月１日付で改正漁業法が施行さ

れたことに関連しまして、新たな資源管理の推進に向けたロードマップや予算などに

ついても水産庁より御説明をいただくことになっております。 
 不慣れな環境の中ではございますけれども、委員の皆様方からは、ぜひ忌憚のない

御意見、御質問などを賜りたいと存じます。 
 本日は、以上のような内容となっておりますが、議長としまして要点を絞った議事

進行に心がける所存でございます。皆様方の御協力をいただきたくよろしくお願い申

し上げます。 
 本日は、水産庁から魚谷資源管理推進室長に参加いただいておりますので、一言、

御挨拶をお願いしたいと思います。 
○魚谷資源管理推進室長   皆様、年末の御多忙のところ、また新型コロナウイル

ス感染症の状況が深刻化している状況での御出席まことにありがとうございます。水
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産庁の資源管理推進室長の魚谷でございます。本日はよろしくお願いします。あらか

じめ申し上げておきたいのですが、私はこの後、別の業務がございますので、やむを

得ず途中で退席をさせていただきます。本来であれば、最後まで出席すべきところで

ございますが、まことに申し訳なく、また御容赦いただければと思います。 
 それでは、第４０回の瀬戸内海広域漁業調整委員会の開催に当たりまして、一言、

御挨拶を申し上げたいと思います。 
 今ほど、今井会長のほうからも御発言ありましたけれども、１２月１日付で改正漁

業法のほうが施行されております。そういうことで、今回、施行後初の瀬戸内海広域

漁業調整委員会の開催ということになります。先週末までに、太平洋及び日本海九州

西のほうの広調委についても、無事開催を行ったところでございます。本日の資料の

中にもあるんですけれども、この改正漁業法施行後も、当然ながら３つの広調委は今

後も存続するということで、重要な役割を引き続き担っていただくということでござ

います。 
 改正漁業法の大きな柱の１つが新たな資源管理の推進ということでございますし、

また漁業紛争の防止、解決といった任務、これを引き続き水産庁あるいは都道府県の

重要な任務ということで位置づけられております。こういった問題に関して、瀬戸内

海広域漁業調整委員会のほうで、今後の議論のベースとなるような重要な知見、ある

いは経験が蓄積されているというふうに理解をしておりますので、引き続きの御指導

あるいは御助言のほう、この場をお借りましてお願いをしたいと思います。 
 本日は、新たなスタートの会合ということになります。実りある議論が行われると

いうことを祈念いたしまして、私の御挨拶とさせていただきます。本日はよろしくお

願いいたします。 
○今井会長   どうもありがとうございました。 
 次に、本日使用する資料の確認を行います。事務局のほうから、よろしくお願いい

たします。 
○岩本所長   それでは、お配りしております資料でございます。まず、議事次第、

委員名簿、出席者名簿、本日使用する資料として、資料１－１から１－３までがサワ

ラの資源管理に関するもの、資料１－４から１－５がトラフグの資源管理に関するも

の、資料２－１から２－６までが太平洋クロマグロに関する委員会指示に関するもの、

資料３が改正漁業法の施行に関するものとなってございます。その中で、資料３－１

が改正後の漁業法における広域漁業調整委員会の規定について、資料３－２から資料

３－４までが瀬戸内海広域漁業調整委員会事務規程の一部改正に関するもの、資料３

－５及び３－６が新たな資源管理の推進に関するもの、資料３－７が令和３年度資源

管理関係予算についてというものでございます。 
 資料については、以上でございます。 
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○今井会長   どうもありがとうございました。皆様、資料のほうはよろしいでし

ょうか。 
 それでは、次にウェブ会議形式での委員会の進行に当たりまして、その注意事項に

つきまして、事務局のほうから御説明よろしくお願いします。 
○岩本所長   現在、全ての委員が問題なく接続されている状況でございます。ウ

ェブ会議では、同時に多数の発言がある場合、会議の進行が滞る可能性がございます

ので、会議中は原則マイクをオフとしていただきますようお願い申し上げます。発言

をしたい場合にはチャット機能を活用するか、音声で「会長、○○でございます。発

言よろしいですか。」というふうに発言の意志を表示していただいて、必ず会長の許可

を得てから発言をお願いしたいと考えてございます。 
 また、やむを得ない理由によりまして会議中に離席する場合は、先ほどの手順で会

長の許可を得てから離席し、戻り次第その旨を会長に報告するようお願い申し上げま

す。 
 万が一、通信状況の悪化等により会議に参加できない状況になった場合、例えば、

会議の音声が聞こえなくなったとか、映像が見られなくなった、発言を求めるための

発言をしても会長から反応がない、こういったような事態が発生した場合には、速や

かに事務局まで電話にてお知らせいただければと考えてございます。電話番号を申し

上げますと、事務局の電話番号は０７８－３９２－２２８４となってございます。 
 事務局のほうからは以上でございます。 
○今井会長   どうもありがとうございました。委員の皆様方におかれましては、

円滑な議事進行に御協力いただきたく、よろしくお願い申し上げます。 
 それでは議事に入りますけれども、その前に、後日まとめられる本日の委員会議事

録の署名人を選出しておく必要がございます。本委員会事務規程では会長が出席委員

の中から指名するということになっておりますので、私のほうから指名させていただ

きたいと思います。山口県の梅田委員と福岡県の伊藤委員のお二方にお願いいたした

いと思います。どうかよろしくお願いいたします。 
 それから傍聴会場にお越しいただいた報道関係の皆様にお伝えいたします。冒頭の

カメラ撮りですけれども、ここまででございますので、以降の撮影につきましては御

遠慮いただきたいと思います。 
 それでは、早速議題のほうに入ります。 
 議題１、広域魚種の資源管理について入りたいと思います。議題１につきましては、

①サワラ、②トラフグについて進めたいと思います。①サワラにつきましては、①－

１から①－３の３つに分けて進めたいと思います。まず、サワラの資源評価について

の説明、次にサワラの共同種苗生産についての報告を行った後に、最後に資源管理の

実施状況などに関する説明の順番で進めたいと思いますので、よろしくお願いいたし
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ます。 
 それでは、最初のサワラ瀬戸内海系群の資源評価につきまして、水産資源研究所の

片町主任研究員より御説明をお願いいたしたいと思います。よろしくお願いします。 
○片町主任研究員   水産資源研究所の片町です。早速、サワラ瀬戸内海系群の資

源評価について説明させていただきます。資料を１つめくっていただきまして、昨年

度からの変更点について、まずお話します。昨年度までは、０歳魚とその他の年齢で

自然死亡係数Ｍというのは、同一の０．３というものを用いてきましたけれども、１

月時点では０歳魚はまだ存在しませんので、今年度評価から９月加入として、Ｍを３

分の１の０．１として計算を行っております。 
 次にめくっていただきまして、分布と回遊ですけれども、大まかに春、産卵回遊に

やってきたものを漁獲する春漁、それから、越冬回遊でも主に水道域で漁獲される秋

漁で構成されております。 
 次に進みますけれども、漁獲量の推移です。１９６８年からの灘別の漁獲量につい

て累積したものを載せておりますけれども、漁獲量は１９８０年代の半ばに一番高い

6,378 トンになったあと、その後急激に減少しまして、１９９８年に最も少ない値と

なっています。その後現在にかけて回復傾向にありまして、２０１９年度の漁獲量は

２，３５８トンということになっております。 
 次お願いいたします。資源評価の手順ですけれども、文字がたくさん書いています

けれども、概要を説明します。まず、漁業養殖業生産統計年報、それから月別灘別漁

法別水揚げ量及び体長組成のデータを収集します。細かく説明しますけれども、①月

別の灘別漁法別水揚げ量を月別灘別体長組成比で振り分けます。②それを月別に合算

して、体長階級別重量を用いて重量比に換算します。３つ目として、月別体長階級別

の漁獲量というのは、月別の漁獲量掛ける、先ほど申し上げた、②番の重量比で求め

ます。④番で月別体長階級別漁獲尾数を混合正規分布群を用いて、年齢分解を行うと

いう方法を用いて年齢別の漁獲尾数を算出します。この年齢別漁獲尾数と、流し網そ

れから、ひき網及びはえ縄漁業の単位努力量当たりの漁獲量であるＣＰＵＥを用いて、

チューニングＶＰＡを行って、年別年齢別資源尾数を算出して、再生産の関係、それ

から Blimit の設定を行います。その後、ＶＰＡの前進法を行って、将来の予測を行う

わけですけれども、将来の加入量については、親魚量と再生産成功率、これは天然魚

のものですけれども、それに加えて有効放流尾数と添加効率を掛けたものを足し合わ

せて、放流由来なものを合わせて加入量として計算し、将来を予測して２０２1 年の

ＡＢＣを算出するという方法を用いております。 
 次、お願いいたします。ここで示しているのは、漁獲努力量の推移ですけれども、

黒丸で示しているのが流し網で、白丸がひき網・はえ縄の操業隻日数を表しています。

両漁業で瀬戸内海におけるサワラの漁獲量の７割から９６％占めています。流し網は
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２０１５年をピークに、緩やかに減少傾向にあることが分かるかと思います。一方で、

ひき網・はえ縄については、変動はありますけれども２０１３年以降、緩やかな減少

傾向にあることが分かるかと思います。漁獲努力量としては近年下がってきていると

いうことが分かるかと思います。 
 次、お願いします。それぞれの漁法について、操業日数あたりの漁獲尾数というこ

とで、資源量指標値を示しております。黒と白の識別は先ほどの漁法別の識別と同様

です。流し網を見ると、２００７年から２０１４年にかけて一度増加傾向にあった後、

２０１５年以降横ばいでしたけれども、２０１８年から２０１９年にかけて急激に増

加の傾向にあることが分かるかと思います。ひき網とはえ縄については、２００７年

から２０１６年にかけて、緩やかな増加傾向の後、それ以降は横ばいで推移している

ことが分かるかと思います。 
 次、お願いします。年齢別の漁獲尾数の推移ですけれども、これは１９８７年から

の推移を示しております。過去１９８０年代の後半から１９９０年度の半ばにかけて

漁獲量が比較的多かった頃は、白色で示している０歳、それから点線等で示している

３歳以上の漁獲が多かったわけですけれども、それ以降漁獲が低迷して、回復傾向に

ある近年においても、これまで漁獲として目立っていた０歳はあまり目立たない。３

歳以上の高齢魚も少ない一方で、漁獲の主体は１歳と２歳にかなり偏っているという

ことが分かるかと思います。 
 次、お願いいたします。これらの情報を基にして、資源量と漁獲割合の推移を示し

たものがこちらの図になります。資源量が年齢別に色分けして積み上げておりますけ

ども、全体として漁獲量と基本的に同じような推移を示しております。１９９０年代

の後半に一度低い値になった後、回復傾向になりまして、直近２０１９年は８，１６

５トンと推定されています。資源量分の漁獲量である、漁獲割合については変動が大

きいわけですけれども、２００５年以降、緩やかな減少傾向になって、２０１９年は

３０％というふうになっています。資源水準について評価しておりますけれども、最

も資源量が高かったときと最も低かったときの間を３等分して、高位・中位・低位と

いうことを表しております。図示しておりますように２０１９年の評価としては、資

源水準は中位水準というふうに評価をしております。 
 次、お願いします。資源量の中から、親魚量と加入量の推移を示しているものがこ

ちらのグラフになります。黒色の点線が親魚量の推移で、白丸が加入量、これは天然

のみを示しています。親魚量は資源量と同様に推移を示しておりまして、１９９８年

以降回復傾向にあって、２０１９年の値が示されております。これはこの後説明しま

すけれども、現在の親魚量について Blimit よりも多いか少ないかという評価を行うと、

赤い点線で示しておりますのが Blimit のラインですので、２０１９年の親魚量として

は、このラインを上回っているっていうことが分かるかと思います。一方で、加入量
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ですけれども２０１８年は、かなり高い値を示したんですけれども、その対照的に２

０１９年は加入量が近年の中では、著しく減少したということが見てとれるかと思い

ます。 
 次、お願いします。こちらの図は再生産成功率、これは１キロあたりの親魚から何

匹の天然加入があったかというのを示しているもので、こちらも結構変動が大きいわ

けですけれども、大まかな傾向としては、２００３年頃に高いピークの値が出た後に

変動を示しつつも、今は緩やかな減少傾向にあるということが分かるかと思います。 
 次、お願いします。こちらは、横軸に親魚量、縦軸に天然加入量、これは尾数単位

においていますけれども、示しているグラフになります。この図から Blimit を求める

わけですけれども、算出方法としては推定誤差が大きい直近の２０１９年を除く２０

１８年までのデータについて、ＲＰＳ、再生産成功率の上位１０％にある RPShigh
と加入量の上位１０％である Rhigh、この点から親魚量４，１６９トンを Blimit とし

て算出しております。先ほども申しましたように、２０１９年の親魚量はこの Blimit
を上回っていると見ています。 
 次、お願いします。これは種苗放流効果を示している表になります。左から、人工

種苗放流尾数、それから下にサイズ算出方法を載せておりますけども、７０ミリ以上

の放流尾数と７０ミリ未満の放流尾数を４で割ったものを足したものを有効放流尾数

として算出しているものが２００２年以降羅列されていまして、加入魚の天然魚と放

流魚の識別、それから混入率、混入率の推移と添加効率、これは放流魚の種苗放流魚

の生き残りの生残率ですけれども、それぞれ示しています。混入率に目を向けていた

だきたいんですけれども、２００２年以降、２００７年にかけて混入率は増加傾向で、

最も多かったときは２９．６％でしたけれども、それ以降は急激に混入率が下がって

きて、２０１８年以降は放流魚の検出がないということで、混入率は０という数字が

続いています。添加効率についても混入率と同じように、２００２年から２００７年

にかけて、これはパーセンテージ表示じゃありませんけども、１５％から６５％と高

い値を示した後、添加効率についても減少傾向にあって、２０１８年以降は０という

ことが分かります。種苗放流については今年度、２０２０年で一度終了するというこ

とになっていまして、将来予測については、それも考慮して将来の予測を行っていま

す。 
 次、お願いします。２０２１年のＡＢＣ算定についてですけれども、文字で読み上

げますけども、ＡＢＣ算定のための基本規則の１－１)－（１）を適用しています。理

由としては２０１９年の親魚量５，２０３トンが Blimit を上回っているからです。た

だ、この後のスライドでお示ししますけども、２０２１年以降親魚量が Blimit を下回

ると推測されていますので、Fmsy の代替値として、Fcurreut を基準にして、２０２

６年の親魚量が Blimit を上回るＦを探索するという方法でＡＢＣの算定を行ってい
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ます。将来の加入については、ＲＰＳで推定精度の低い直近の２０１９年を除く過去

５年間の中央値が継続すると仮定をおいています。また、有効放流尾数についても、

２０２０年は、今年度の有効放流尾数は過去の平均的な数字６．８万尾というふうに

仮定をおいています。添加効率については、こちらも直近の値を除いた２０１８年ま

での値の平均的な値０．１を用いて評価を行っています。その結果、２０２１年の

ABClimit としては１，５７１トンで、漁獲割合２９％として、現状のＦから換算す

るとマイナス１５％程度の減少が必要だというふうになります。Ftarget については、

不確実性を考慮した値になりますけども、ＡＢＣは１，３３７トンで、漁獲割合は２

４％、Ｆ値についても現状のＦからさらに３２％減少する必要がある、そういう評価

になっています。 
 次、お願いします。先ほどお話しましたけど、今後の資源量になります。将来予測

を行うと、黒の実線で示しているものは現状の漁獲Ｆが続いた場合、管理目標の５，

９００トンを下回ってしまうという予測になっていまして、先ほども申し上げたＡＢ

Ｃのような算定を２種用いた漁獲圧、Flimit とか Ftarget を用いた場合はそれを上回

るそういう評価になっています。 
 次、お願いします。ここまでは、ＡＢＣ算定、漁獲量の推奨される値についてもお

話しましたけども、それ以外の管理方策についての提言をしております。読み上げま

すけれども、近年の資源量は、２００２年から２０１１年までに実施された資源回復

計画の目標である、２，５００トンを上回って推移しておりますので、この計画の目

標については、達成されたという評価ができるかと思います。一方で、２０１９年の

資源量８，１６５トンというのは、資源評価期間中の最多であった１９８７年と比較

するとそれでもまだ５２％にとどまっているという状態です。加えて、年齢組成が１

歳、２歳の若齢に偏っている状態からも変わらないということで、２、３年加入が悪

くなると資源量が大きく減少する可能性も考えられます。そこで、短期的な資源量の

大きな減少を予防するためには、現状の若齢に偏った漁獲実態から若齢を獲り残して、

３歳以上の割合を上昇させる方針へ移行していくことが望ましいと考えております。 
 資源評価の概要については、以上です。 
○今井会長   どうもありがとうございました。 
 ただいまの御説明によりますと、２０１９年の資源量は８，１６５トン、資源水準

は中位で、資源の動向は、直近５年間の推移から増加となっておりました。また 、短

期的な資源量の減少を予防するために、若齢に偏った現状の漁獲実態から若齢を獲り

残して、３歳魚以上の割合を上昇させる方針へ移行していくことが望ましいといった

ようなことだったと思います。 
 ただいまの説明につきまして、御質問などございましたらお願いいたします。 
○大川委員   和歌山県の大川です。 
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 種苗放流効果なんですけども、２００７年、８年をピークに年々減少してるんです

けれども、減少してその結果、だんだん混入率も減ってますね。何でこういうふうに

減少したんですか。 
○今井会長   よろしくお願いします。 
○片町主任研究員   水産機構の片町ですけれども、混入率の低下は御指摘のとお

りなんですけれども、原因については、今のところよく分からないというところです。

実際に、放流魚を検出するための調査というのは、継続して行われている中で、放流

魚が検出されなくなっているっていうことになると思います。考えられることとして

は、２００６年まで、資源が今よりも低い水準のときには、放流魚が恐らく稚魚に占

める割合は高く、目立ったわけですけども、近年資源量が回復傾向にありますので、

それがなかなか見えなくなっているのが１つの可能性だと考えられます。 
○今井会長   よろしいでしょうか。 
○大川委員   いろんな複雑な要因があるっていうことですね。 
○片町主任研究員   そうですね。これだというような明確な混入率が減少した理

由っていうのは持ち合わせていないという状態です。複数の要因が考えられると思い

ます。 
○大川委員   分かりました。 
○今井会長   ほかにございませんでしょうか。 
○伊藤委員   福岡の伊藤です。 
○今井会長   はい、どうぞ。 
○伊藤委員   資料１－１の昨年度評価からの変更点の中で、今年度１月時点で０

歳魚は存在しないため、９月加入として、Ｍを３分の１の０．１として計算を行った

というのがありますけれども。今まで、このＭをこんなふうに変えたという説明がな

かったので、ちょっとお尋ねしたいんですけど、産卵期が春先としますと、それから

満年齢で当歳魚、１歳魚、２歳魚というふうに数えていくと思っておりましたけども、

この１月時点で０歳魚は存在しないというのは、どのような意味でしょうか。 
○片町主任研究員   お答えします。このサワラ瀬戸内海系群は魚のサワラの年齢

に沿った漁期年ではなくて、暦年評価で行っていますので、１月時点の資源量という

ふうになります。ですので、そういうふうに考えると１月時点では先ほどおっしゃら

れたように、その年の春以降、卵からふ化した稚魚というのを考えると、その年生ま

れの０歳というのは存在しないということになるので、９月加入として考えて、Ｍの

数字を変更したっていうことになります。 
○伊藤委員   そうしますと、漁期年ということで、１月から１２月までを１つの

期間といいますか、それによって計算したということですね。 
○片町主任研究員   そういうことです。サワラのこの系群については、１月から
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１２月を１年間と、単位として計算を行っています。 
○伊藤委員   としますと、過去、今まで、この漁調委の中で説明を受けてきたん

ですけども、それは満年齢をもとに、例えば春先に生まれたものが１年たって春にな

って１歳魚という、そういう１歳魚の資源量というふうな意味合いに捉えてきたんで

すけども、計算をやり直されたんですかね、それとも今年度だけこのような計算にな

ったということでしょうか。 
○片町主任研究員   昨年度までは、０歳、だから、先ほど申しましたように、春

以降生まれた魚を、仮に６月に生まれたとして、その前のその年の初め１月までさか

のぼってしまって計算していましたので、かなり大きな推定値を含むことになってい

たわけです。それを、今年度から実際の値に、漁獲の実態に合わせる形で、自然死亡

係数を変更して、具体的には９月に資源に加入したということを考えていますので、

0 歳魚については９月時点、その他の年齢については１月時点の資源量を積み上げて

資源量として考えております。 
○今井会長   水研機構の本田さんのほうから補足説明があるということでござい

ますので、ちょっと本田さんのほうでよろしくお願いします。 
○本田副部長   水研機構、本田でございます。聞こえますでしょうか。 
○今井会長   はい、聞こえます。 
○本田副部長   早速、最初の質問で種苗放流効果が近年見えにくくなっているの

はなぜだという理由がありました。片町のほうからも説明がありましたけれども、ス

ライドの１３枚目のところに、ちょうど種苗放流効果の毎年どれぐらいの放流をして

いるかっていう表が載っております。これを見ていただくと、放流尾数については、

２００５年から２０１１年ぐらいは確かに多かったと思います。そのあと、減っては

いるんですけども、２０１２年以降、放流量がガクンと減ったということではない。

なので、放流はされているし多分海の中にはいるんです。ですが一方で、資源がどん

どん回復して、天然のものが多くなりました。なので、サンプリングにひっかかって

こなくなった、来にくくなったということが大きな要因としてあるだろうと思います。

もちろん、それだけではないのかもしれませんけれども、最も大きな要因としては資

源が回復したので、一定量、毎年ほぼ同じ量の放流をしている種苗っていうのは、な

かなか見えにくくなっているんだということがあろうかと思います。 
 以上でございます。 
○今井会長   どうもありがとうございます。ほかにございませんでしょうか、よ

ろしいですか。 
○伊藤委員   すみません、恐れ入ります。福岡の伊藤ですけど。 
 そうしますと、資源量と漁獲割合の推移ということで、同じ種苗の中で、スライド

の９／１６というのがありますけども、この中に当歳魚、１歳魚、２歳魚のそういう



－11－ 

資源量がありますが、この当歳魚、１歳魚、２歳魚の資源量というのは、いつの時点

での資源量でしょうか、何月時点での資源量かちょっと教えていただきたいと思いま

すけども。 
○片町主任研究員   お答えします。繰り返しになりますけども、０歳については

９月時点の資源量、それから、その他１歳から４歳以上、その他の年齢については、

１月時点の資源量になります。 
○今井会長   よろしいですか。 
○伊藤委員   そうしますと、１月時点の資源量ということは、１歳といっても厳

密に言えば、１歳を越しているわけですか。満年齢でいけば１歳を越しているわけで

すか、それとも足りないわけか、どちらでしょうか。１．何歳ということになるわけ

ですね。 
○片町主任研究員   すみません。そうですね、正確に言えば、おっしゃるように

サワラの誕生月から考えれば、春４月また６月ぐらいを起算とするべきなんですけれ

ども、そこからさかのぼる形で１月時点でということになりますので、そうですね、

先ほど言われたような理解になるかと思います。 
○伊藤委員   それで、１歳というのは、１．何歳といいますか、少しオーバーし

た、仮に６月としますと、１．５歳そういうことになるんですかね。 
○片町主任研究員   ちょっと待ってくださいね。ちょっと私も頭が混乱してきま

したけども。そうです、ちょっと数字があれですけども、細かく何歳時点っていうふ

うになると、少しそのピタリとした値ではなくて、年間のそれぞれの年齢の魚を集め

て、１月時点の年齢で、そのまますみません。起算日と漁期年がずれていますので、

正しく何歳って言われると幅を少し持たせるという形になるので、不確かかと思いま

す。 
○今井会長   その点につきまして、本田さんのほうから補足がございますので、

よろしくお願いします。 
○本田副部長   本田でございます。産卵時期については３枚目のところに地図で

書かれているのがありますけれども、ちょっとこちらを見ていただくと、ありがとう

ございます。産卵回遊、春季とされていて、４月から６月の時期に産卵が行われてい

るというふうに書いてあります。もしも、０歳と１歳、９月に０歳を数えたというふ

うに言いましたけども、これは生まれたときの尾数ではなくて、漁獲管理をしたとき、

人間に獲られ始めるよというときに、９月からということで、９月１日時点の０歳が

幾らいたか、じゃあ１歳魚はというと、１月１日にいます。そうすると、４月に生ま

れているとすると、これまだ満１歳までいかないです。０．何歳というところなんで

すが、でも漁期としては漁期年で数えますので、１月１日から１２月３１日までを漁

期として数えますので、１月１日時点で各年齢ごとに幾らいるかということを計算し



－12－ 

ますので、１としても現実には０．何歳なんですが、それを１歳というのにしていま

す。 
○今井会長   よろしいでしょうか。 
○伊藤委員   それを、今年度だけじゃなくて、過去の資源計算で全部そのような

理解をしてよろしいんでしょうか。 
○本田副部長   はい、そのとおりです。 
○伊藤委員   分かりました。 
○本田副部長   要は、暦年ということでやっていまして、その生物学的に生まれ

てきて満何歳っていうのとぴったりと合わないところがあります。 
○伊藤委員   分かりました。 
○今井会長   よろしいでしょうか。 
 じゃあちょっと１つ、私のほうで聞きたいことが１つございまして、１１枚目に、

再生産成功率が最終の値がすごく悪いんですけど、これって、たまたまということだ

ったんでしょうか。それとも、要因というのは何かわかっているんでしょうか。こん

なに再生産率が悪いとすごく大変だと思うんですけど、何か説明をお持ちでしょうか。 
○片町主任研究員   お答えします。このＲＰＳが下がった要因は、そのまま２０

１９年の０歳の加入量が低く見積もられた結果です。それで、直近の０歳の加入量に

ついては、これまでも御指摘されてきたんですけれども、１年、２年たって、２歳と

か３歳の、１歳とか２歳の情報がそろってくると、情報修正されてきたっていうのが

これまでよくありました。この０歳については、主に秋漁の漁獲のデータからそのま

まを反映させた形になっておるんですけれども、何分０歳の漁獲の実態、漁獲尾数が

少ないということと、それからその量を正しく補正するすべを今持っていませんので、

こういう結果です。しかも、なぜこういうふうに低くなって、秋漁の０歳の漁獲が少

なくなったかっていうことについては、上がっている漁獲量がそうであったからとい

うこと以外には、こちらとしては持ち合わせていないというのが現状です。 
○今井会長   ありがとうございます。もしかしたら、来年以降データがそろって

きたあたりの段階で、より正しいものが分かってくると、そういう理解でよろしいで

すね。 
○片町主任研究員   はい、そうです。 
○今井会長   どうもありがとうございます。 
 ほかにございませんでしょうか。 
 では、ないようでしたら、次の議題のほうに移っていきたいと思います。 
 続いて、サワラの共同種苗生産につきまして、濱田参考人のほうから御説明をよろ

しくお願いいたします。 
○濱田参考人   海づくり協会の濱田でございます。 
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それでは資料の１－２に基づいて、説明させていただきます。令和２年度の、種苗生

産と放流については、事業の目的がサワラの資源増産から、種苗生産・放流に係るマ

ニュアル作成に変わり、それを種苗生産等をしながら実施するということで取り組ん

だものでございます。種苗生産が１０万尾（４０ミリ）、種苗放流が８万尾（７０ミリ）、

これを目標として関係の１１府県と共同して実施しました。実施に当たっては、水産

研究機構の御協力と水産庁の補助事業を利用させていただきました。 
 資料の結果の概要を見ていただきたいと思います。採卵については、例年どおり香

川県にお願いして、５月の初めに受精卵１００万粒を確保していただきました。その

受精卵を、屋島庁舎に持ち込み、ふ化をさせた２８万尾のふ化仔魚を２００トン水槽

に収容して、種苗生産を行いました。その結果６月４日に平均全長約４７ミリのサイ

ズの種苗１１万７，０００尾余りを取り上げたということですが、数が多く生産でき

ましたので、そのうち１０万８，０００尾余りを関係県に配付し、残り９，３００尾

を屋島の地先に直接放流しました。中間育成をした後の数字、その状況が下の表に載

っておりますが、６月１１日から１７日の間に合計で７万４，５００尾、大きさは６

０ミリから９１ミリの種苗、これを関係県の地先に放流したということでございます。

今年はコロナの影響があり、大阪府では中間育成をできませんでしたが、中間育成し

たものと、直接放流したものを合わせまして、８万３，８００尾の総放流尾数になっ

たということであります。 
 続いて、次のページを御覧ください。具体的な、今年の種苗生産から中間育成、放

流まで結果をそれぞれ載せておりますけれども、特徴的なところを御説明いたします。

（６）のイカナゴ、シラスの確保の件ですが、当初は宮城県で入手を予定しておりま

したが、十分なイカナゴとカタクチイワシのシラスの在庫もあり、シラスの確保がで

きたということで、宮城県からの入手を行いませんでした。先ほど申しましたように、

コロナの関係がありましたので、例年は関係府県の栽培センターの方とか、研究員の

方に生産技術研修員として御協力をいただいていましたが、今年度は生産技術員の派

遣・受入は中止したということでございます。 
 特徴的なところはこういうところで、合計としましては、最終的に８万３，８００

尾の種苗放流ができたということであります。この種苗放流の取組につきましては、

今年度が最終年度ということで、これまでに得られたデータを使用して、種苗生産か

ら放流に至るマニュアルづくりに取り組んでいるところでございます。 
 御報告は以上です。 
○今井会長   どうもありがとうございました。サワラの共同種苗生産につきまし

ては、水産庁の補助事業を活用して技術継承・マニュアル作成を目的に実施されて、

終了年度であります今年度は１１万８，０００尾の種苗が生産され、そのうち１０万

８，０００尾が中間育成された後、７万５，０００尾の放流が行われたということで
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ございます。ただいまの御説明につきまして、質疑したいと思います。よろしくお願

いいたします。ございませんでしょうか。 
 よろしいでしょうか。ございませんようでしたら、ただいまの御説明で御了承いた

だけたということで次に進ませていただきたいかなと思います。 
 それでは、次に資源管理の実施状況などにつきまして、水産庁及び水産資源研究所

から順に説明をしていただきたいと思いますが、その後質疑に入りたいと思います。  

ではまずは、水産庁のほうから御説明よろしくお願いいたします。 
○河野資源管理推進官   瀬戸内海漁業調整事務所の河野と申します。よろしくお

願いします。資料の１－３を使用して資源管理の実施状況について説明します。 
 １枚めくっていただいて、１ページを御覧ください。サワラ広域資源管理の取組と

して１１府県で取り組んでいる漁獲管理措置を地図に落としたものになります。内容

に変更はございません。 
 続いて２ページ目を御覧ください。令和２年度のサワラ広域資源管理の取組の表で

す。この表については、５月に開催された広調委でお出しした内容と同じものです。

はなつぎ網、さわら船曳網の輪番による４日間の休漁日は、はなつぎ網が５月１４日、

５月２１日、５月２８日、６月２５日となっております。さわら船曳網については、

５月１日、５月３日、５月４日、６月１７日となっております。この休漁日について

は４月末に文書でお知らせしたとおり、記載している４日間の休漁日に取り組んでお

ります。 
 続いて３ページを御覧ください。サワラの漁獲状況についてですが、２つ図があり

ますが、２つとも青色の折れ線が昨年、赤色が令和２年、黒色が５年間の平均となっ

ております。まず、下の図から御覧ください。サワラの月別漁獲量については、４月

の漁獲量は平均より多く、昨年より少し下がっております。５月の漁獲量は昨年及び

平均より多く、今年は約９００トンで、平均と比較すると約３５０トン多い結果とな

り、今年の５月は豊漁でありました。全体的に４月から漁獲量が上がって５月に漁獲

量のピークを迎え、６月に漁獲量が減少するというような結果でありました。 
次に上の図を御覧ください。先ほど見ていただいた図は、月ごとの漁獲量を表示し

た図ですが、この図は漁獲量の累計値になります。７月までの漁獲量の累計値の比較

となりますが、昨年よりも今年は約１００トン多い漁獲量であり、平均よりも約４３

０トンほど多い漁獲量でありました。７月までの漁獲量の累計値で今年も含め過去６

年間の中では、昨年に引き続き今年も平均を上回っており、豊漁でありました。 
 続いて４ページは水産研究所において、瀬戸内海における２０２０年前半の漁獲が

サワラ瀬戸内海系群の資源に与える影響の検討をしていただいております。はなつぎ

網、さわら船曳網については３０年度春漁から漁獲量管理の取組から漁獲努力量管理

の取組に変更した際に、はなつぎ網、さわら船曳網の漁獲量が大幅に増加し、資源に
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大きな影響を及ぼすことが懸念される場合には、取組を見直すことになっております。 
 このことに関して、この後、水産資源研究所のほうから説明があります。一旦、私

からの説明は以上とし、次に水産資源研究所から説明していただき、その後引き続き

私のほうから説明をさせていただく予定です。 
○今井会長   よろしくお願いします。 
○本田副部長   水研機構の本田です。ちょっとカメラの調子が悪いので、カメラ

はこのまま、マイクだけで説明させていただきます。声届いてますでしょうか。 
○今井会長   はい。 
○本田副部長   では、４ページ目以降が我々の作成した資料となります。グラフ

を御覧いただくのが分かりやすいかと思いますので、６ページ目の図１のグラフをご

覧ください。我々、水研機構では、水産庁から今漁期前半、４月から６月、７月の状

態がすごく良かったということで、これから今後の資源に影響を与えないだろうかと

いうことで、試算をしてくれというリクエストを受けました。水研機構、関係する資

源評価に携わっておられる各関係府県の水産試験場、資源評価、この末に行いました

けども、そこで御議論いただいた外部評価委員の先生方も交ざっていただきまして、

この漁期前半の行動というのがどのぐらい影響するんだろうか、あるんだろうかどう

か、ということについて検討を行いました。この図１を見ていただくと、２０２０年、

特に大阪と兵庫での漁獲量が増えているんだということが分かります。一方で、全体

としてはこの漁期前半の漁獲量は、去年よりはちょっと増えているぐらいで収まって

いるということが分かります。そうすると、やっぱり目立つのは、この大阪、兵庫で

どんと漁獲量が増えたということになります。では、じゃあこれは何だったのかとい

うことについて、この後説明をさせていただきます。もう答えを先に言ってしまいま

すと２０１８年生まれの２歳魚です。これが、非常に大きな年級群として入ってきた

ということがありますので、これがきっと今年は獲れるんだろうな、２歳魚になって

いっぱい獲れるんだろうなっていうのは、我々もこの夏の評価の時点で予測はしてお

りました。それが実際に現れてきたというのが、この結果というふうに考えています。 
 図２は大阪府流し網の結果です。３年分の漁獲尾数の体長組成の、体長別の漁獲尾

数の頻度を入れておりますけども、毎年獲れているのは大体６０何センチということ

で、大体同じぐらいの大きさが獲れているんだけれど、今年はその獲れた量がすごく

多かったんだということが分かります。 
 続きまして、次のページをお願いします。７ページでは兵庫県における流し網、左

側です。それから右側ははなつぎ網で、それぞれ今年何が獲れたかというのを、５月、

６月の体長と出現頻度を示しております。左側は流し網です。流し網は毎年、大体２

歳魚ぐらいで獲っているんだろうなというところで、今年も基本的には変わりません。

去年に比べるとちょっと小さいかもしれませんけども、基本的には大体２歳魚ぐらい
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を獲っているんだろうと。一方、右側がはなつぎ網です。例年この漁業で多く獲って

いるのは、１歳魚でした。４０センチから５０センチのところに令和１年以前、２段

目から下のほうにはバーがあったわけです。今年は何を一番獲ったのかというと、や

っぱり大きいんです。６０センチ後半、これ２歳魚なんです。結局このことから分か

りますように、大阪府それから兵庫県両方で、漁獲がどんと増えたんですが、その主

体っていうのは２歳魚であったというふう考えます。例年１歳魚がトップで、漁業に

ついても２歳魚がいっぱい入ったんです。尾数が多い。さらに１歳魚に比べると、体

重も大きいということがあって、その結果として計算すると、漁獲量がどんと増えた

ということになるわけです。 
 次のページをお願いします。この図４、５の図４の上のほうには、兵庫県のはなつ

ぎ網における昨年と今年、２０２０年のサワラの年齢別の漁獲尾数の推定値の比較と

いうところのグラフが載っております。青いのが昨年です。これを見ていただいても、

一目瞭然なんですけども、去年は１歳魚が主体であったというところです。ところが、

今年は２歳魚がどんと獲れて、１歳魚ももちろん獲れてはいるんですけども、２歳魚

がどんと獲れてということで、例年とは違う獲れ方をしたんだと、違うものが獲れて

いるんだということが分かります。その獲れたものっていうのは、多く入ってくるぞ

ということが予想されていた２０１８年期の２歳魚だったということが分かります。

ただし、これは、漁期前半までです。我々も漁期が全部終わってしまわないと、正確

な計算というのはできません。できませんが、取りあえずこの前半だけで考えるとど

うなんだろうと、今期はどんなふうになるのかなということで、今までのデータを使

って漁期前半が終わったときには、後半はどうなるかというのを、回帰のグラフを作

ってみました。それが８ページ目の下のグラフ図５になります。横軸に１月から７月、

前半です。それで、縦軸に漁期後半の漁獲量をプロットします。そうすると、寄与率

は０．５なんで決して高くはないんですけれども、漁期前半に獲れた年というのは、

漁期の後半にもそれなりに獲れているんだという関係が一応は見て取れるということ

になります。この関係を使って、じゃあこの後、漁期前半でこのぐらい獲れましたよ

という中で、じゃあ今年、漁期後半も含めてどのぐらい獲れるだろうかというのを計

算しますと、これ５ページ目の中のほうに文章で書いてあるんですけども、５ページ

目の真ん中辺り、当初の予想と実際の漁獲量との関係というところがあるんですけど

も、想定される２０２０年の年間漁獲量は、前年比１．００５倍、これがもともと今

年の夏を想定したものです。それに対して、今年の前半の漁獲量というのは１．０７

倍です。そしたら、そんなに大きく離れてないだろうというのが我々研究サイドとし

ての判断ということになります。 
 最後に、図６としてグラフに載っております。これまでの漁獲量が２０１９年まで

のやつの青で書いております。多分、このままの獲れ方をしていくとすると、２０２
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０年も同じぐらいになるんだろうなという予測をしたのが今年の夏です。これは、夏

の評価結果です。この後、じゃあこの春いっぱい獲れたんだけど、それはどうってい

うことで考えると、この赤い棒からそんなに大きく離れることはないだろうというの

が、今のところの研究サイドの考え方ということになります。ただし、この後半どう

なるかというのは実はこれ分かりません。図５でもグラフ化を示しましたが、基本決

して高いわけじゃないということがあるので、正確には漁期が終わって計算をしてみ

ないと分からないというところはあるんですけれども、今のところこの漁期前半でい

っぱい獲れたっていうのが、センセーショナルにぱっと見えるわけですけれども、で

もそれは我々夏の評価のときにある程度想定できていた。そして、そのまま中身が２

０１８年期２歳魚であるということも予想どおりであったというのが、我々の考えで

ございます。 
 以上でございます。 
○今井会長   次は、河野さんでしたか。お願いします。 
○河野資源管理推進官   瀬戸内海漁業調整事務所の河野です。続いて私のほうか

ら説明をします。 
 １０ページを御覧ください。今後のサワラの資源管理の検討方向について、今年の

２月にサワラ検討会議として取りまとめ、漁業者協議会等に示し了解を得ているもの

であります。 
 次に、最初に水産資源研究所が使用した資料１－１の８ページの上の図を御覧くだ

さい。先ほど、水産資源研究所からの説明があったとおり、今回の資源評価での将来

予測においては図の実線でありますが、２０１９年の漁獲圧で漁獲を続けると、来年、

２０２１年の資源量から目標の５，９００トンを下回り、毎年下がり続けると予測さ

れております。今後もサワラの資源管理の検討方向については、サワラの資源量を５，

９００トン以上に維持するという資源管理の目標に沿って、令和３年度以降の資源管

理について検討を進めていくため、各府県において府県内の事情等を考慮して、瀬戸

内海全体の取組として関係１１府県とともに資源管理の方向性について検討の準備を

進めているところです。本ページ説明については以上です。 
ここまでの説明についてまとめますと、サワラの本年春漁期については、過去５年

間の平均と比較すると好漁であり、月別では特に５月の漁獲量が多く、過去５年間の

平均と比較すると好漁でした。水産資源研究所から説明のあった今漁期前半の特徴は、

例年１歳魚を主体として漁獲されていた海域・漁業種類において、より大型の２歳魚

が漁獲の主体として水揚げがされたことにより、漁獲量が増加したことが予想される

とのことです。また、資源評価での将来予測においては、２０１９年の漁獲圧で漁獲

を続けると来年２０２１年の資源量から目標の５，９００トンを下回り、毎年下がり

続けるとの予測がされているため、瀬戸内海全体の取組として関係１１府県とともに
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資源管理の方向性について検討の準備を進めているところです。 
 私からの説明は以上となります。 
○今井会長   どうもありがとうございました。ただいまの御説明につきまして、

質疑いたしたいと思います。御質問等ございましたらよろしくお願いします。 
○服部委員   会長、香川の服部です。よろしいですか。 
○今井会長   はい、どうぞ。 
○服部委員   サワラについて、２年度の取組実績について、国はこの規制撤廃当

時、休漁スタートするはなつぎ網の問題を、スタートする根拠はちゃんと調べており

ますか。それと、スケジュール等の把握をしておりますか。話はまずそこからスター

トしなきゃならんかなとそのように思います。今日のこの資料見させてもらったんで

すが、それまで、はなつぎの影響を個別に検討することができない。規制撤廃の議論

の際には、はなつぎに関する試算結果を示しておったはずでございます。これまでや

れたものをどうして、この試算結果を示せないのかと。規制撤廃当時、国は資料を用

いて、はなつぎ網等の漁獲の大幅な増加が資源に影響を与える恐れとしていたはずだ

が、国としてはどう考えるのか。個別の漁業資源の漁獲の影響を把握するべきではな

いか。これは漁獲量の問題ですが、水研にお尋ねをするんですが、試算の際、香川県

では単に漁獲が減っております。こんなふうに試算をする上で、各府県の自主的管理

はどのように考慮されておるか、この動傾を捉えるにあたって。例えば、香川県では

市場の休業日に合わせて自主的に週休日を増加させて水揚げ調整を実施しており、結

果的に漁獲量が減少したとされております。このように考えております。この試算の

場合、過程が考慮されておらず、管理を頑張った漁業者の結果が反映されておりませ

ん。この結果を持って国の見解を示すことには問題があるかと思いますが、国の考え

はどうでしょうか。はなつぎ網漁業の規制見直しに関する国の見解が示されていない

ところでございます。来期、春漁に間に合うように、早急に国がこの問題を示してほ

しいとこのように思います。 
 まだいろいろありますが、皆さん方おりますので、私の質問は以上とさせていただ

きます。 
○今井会長   ありがとうございます。ほかはどちらのほうでしょうか。 
○伊藤委員   福岡の伊藤ですけど、よろしいでしょうか。 
○今井会長   ちょっと今の御質問で、回答がもしありましたら。 
○本田副部長   水研機構、本田でございます。ただいま御質問ありました中で、

漁業種類ごとの取組の評価というお話がありました。我々、このサワラの資源評価を

する中では、系群全体としてどうなっているかということを検討しております。なの

で、個々の海域、あるいは漁業種、規制という問題というのを考えていません。全体

としてやっています。毎年出している資源評価もそのような枠組みの中でやっており
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まして、我々として出せるものは、我々の評価の結果として出したものが、例えば、

直近の豊漁、不漁によって変わり得るのかということについての回答は、我々研究サ

イドとしてはできるんですけれども、個々の漁業種あるいは海域ごとにどうかという

ことについては、それを回答できるだけのことを持ち合わせてないという。なので、

各海域ごとにいろんなことをされているのは、今回の評価に関しては含んでおりませ

ん。含められない、含めてこのような評価ができないということです。あくまで我々

ができるのは、系群全体として資源がどう動いていくかということになっています。 
○服部委員   今の答えですが、水研さんのほうではそうであろうと思いますが、

我々漁業者にしたら自主的に休みをとって漁獲量が減った者、獲るだけ獲った者、こ

れを合わせて大きく変化がないと言うような集計の結果ですが、これでは資源管理と

して１１府県がともに足並みをそろえて取り組めないと、公平さを欠くじゃないです

か。片一方は何ぼでも獲る、また自主的に抑えるとこは抑える。そこらあたりは考慮

すべきじゃないかなというのが私たちの意見です。 
○本田副部長   水研機構、本田でございます。いただいた御意見の趣旨は分かる

んですけれども、我々その研究サイド、調査機関としては、そういった形での評価を

していないというのが現在の評価です。申し訳ないんですけど、今この段階で、これ

以上のことが我々答えられるという状況にありません。申し訳ない。 
○今井会長   服部さんよろしいですか。 
○服部委員   私は今、はなつぎ網の規制を撤廃したときに、それまで一番最初は

流しは１０．６ミリとか何とか言うて規制があり、日にちも規制があり、秋漁はどう

のこうのという規制があった。はなつぎ網は４０トンというトン数で縛っとったはず

なんです。それを、休漁日を設けて、それを撤廃、獲るんを天井知らずやと、何ぼで

も獲りなはれというような。これは、最初の私も出席しとって、資源が回復したと、

中程度であるというようなことで１県だけを緩和したと。これは資源が回復すれば９

県、このサワラに関する漁業は全般に緩和するという話であったはずなんですよ、最

初に。それが、１県だけを緩和して獲りなさい。これは獲るいうて、休業日を設ける

言うた、私が最初に言うた、誰が管理するんですかっと言うたら、国が責任を持って

管理すると言うた。それも、管理したかどうか我々が付いてはおらんで知らんのです

けど、この漁期が終わった時点で、この日とこの日とこの日を休漁しますというよう

な報告があった。やはり、近隣の漁業者は、はなつぎ網はこの日は休漁やというと前

もって知らされるべきじゃないかというような意見を去年の時点でも私は申し上げて

いたと思うんですが、そこらあたりが何にも勘定してないと、去年も５８トンだった

か、５８トンだったと思うんですが、それもちゃんと確認したか確認せんか、何の報

告もなくこれまで来て、１つの県だけを。私はやるんだったら皆さんを緩和しなきゃ

ならんやろ、というようなことで言ったはずなんで、そういう差を欠くようなことを
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したら駄目やと、国が絡んで、行政が絡んで、こういう公平さを欠くような指導をす

るべきじゃないと思うのが私の意見です。 
○河野資源管理推進官   瀬戸内海漁業調整事務所における漁獲量の確認について

なんですけども、平成２９年度には、はなつぎ網漁業についての漁獲制限から漁獲努

力量制限に変更するに当たりまして、漁獲管理の透明確保が求められていましたので、

関係漁協に対しては、当事務所からのはなつぎ網等の漁獲量の調査について御協力い

ただき、平成２９年度は実施しております。この漁獲量確認調査によりまして、どの

ような仕組みで漁獲量管理が行われているかという管理体制の的確性が確認できたと

ころです。平成３０年度以降は、この管理体制をベースに兵庫県、岡山県が主体とな

って、しっかりと確認していると考えております。 
○今井会長   今の御説明よろしいでしょうか。じゃあ、平松さんお願いします。 
○平松資源課長   資源課の平松ですけども、先ほど委員から前もって休漁日を追

って知らせるようにという御指摘ございましたが、例年、漁期、はなつぎ網等の漁期

が始まる前に、休漁日は定めさせていただいて各県を通じて、御連絡はさせていただ

いております。また、漁獲量が増えたと、大きく増えたということでございますが、

資源評価につきましては、先ほど水産研究所のほうから御説明があったと考えてござ

います。また、年ごとの漁獲量の増減につきましては、過去にも数百トン例年よりも

増えていたりというようなこともございます。年によって、地域によって、漁の良し

悪しというのが数百トン単位で出てきているというのも事実でございますので、今回

の御意見につきましては、水産研究所等の評価に基づいて考えていきたいというふう

に思っているところでございます。 
以上です。 

○今井会長   ありがとうございます。ただいま御説明ありましたけれどもよろし

いでしょうか。 
○服部委員   もう１点ちょっと質問させていただきたいんですが。 
○今井会長   はい。 
○服部委員   水研さん、国のほうからいつもいろいろ前年の漁獲の量とか、サイ

ズとか、こういう説明はいただくんですが、最後にいつもどの会議においてもできる

限り大きいサイズを漁獲することとまとめております。それで、私は一番最初にこの

方法は変わった、規制を撤廃したと、４０トンを撤廃したときからいったら、はなつ

ぎ網は小さいもんも全部獲るやないかというようなことで、網目の問題があると思う

んですが、何かそういうところから遠いところは一切報告も何もないんですが、遠い

ところから聞くところによると、網を変えたとか何とかいうようなことですが、そう

いうところはどういう変え方をしたかというのは何かあるんですか。 
○今井会長   じゃあお願いします。 
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○平松資源課長   瀬戸内事務所ですけど、はなつぎ網の網を変えたという情報は、

今、持ち合わせてございません。 
○服部委員   そしたら、現在使ってる網は何節の網を使ってるかというのを理解

しておりますか。 
○平松資源課長   ２７年、２８年、２９年とはなつぎ網の検討をしていた時に、

いろいろな実態調査してみたとはお聞きしておりますが、今ちょっとすぐ手元には、

申し訳ございません。今ございませんので、ちょっとお時間いただければ確認します。 
○服部委員   できる限り大きい魚を漁獲することとまとめるんであったら、そこ

らあたりもちゃんと把握するべきではないかなと思います。 
○今井会長   どうもありがとうございます。ほかの御質問を聞いてよろしいでし

ょうか。 
○伊藤委員   福岡の伊藤ですけども、よろしいでしょうか。 
○今井会長   はい。 
○伊藤委員   今、はなつぎ網のことが香川県さんのほうから言われましたけれど

も、確かにはなつぎ網の規制は変わりましたので、それに対する検討はやはり充分行

う必要があると思うんですけど、その点でお伺いしたいんですけど、この資料の中で、

はなつぎ網の体長組成がございます。この説明の中で、令和２年については、これま

でほとんど漁獲されていなかった２歳魚が主体になると、漁獲量が大幅に増加したと

いうことで、図の４の説明があるわけですけれども、先ほど、私、当歳魚なり１歳魚

の成長といいますか、いつの起点上かということでお尋ねしたことと関係があるんで

すけども、これで申し上げますと、５０センチから７０センチぐらいまでの漁獲がは

なつぎ網にあるんですけども、これを従来の説明によりますと、これは１、２歳魚と

いうことで、明確に２歳魚主体ということじゃなくて、やはり５０センチ前後で当歳

魚、それが７０センチ以下で１歳魚ということになりますと、これは２歳魚主体とい

うことはちょっとなかなか言いにくいと。むしろ、１歳魚も随分入っているんじゃな

いかと。仮に１歳魚としますと２歳魚が言わば産卵年齢でございますので、言わば産

卵前にやはり１歳魚を獲っているのかなという、可能性もやはり検討しなくてはいけ

ないんじゃないかなと思いました。 
 以上です。 
○今井会長   ありがとうございます。何かコメントございますか。 
○本田副部長   水研機構、本田です。よろしいでしょうか。 
○今井会長   はい、本田さんよろしくお願いします。 
○本田副部長   先ほど、年齢の関係の話がちょっとありました。それと踏まえて、

再度説明をしたいと思います。ちょっと分かりにくいところも確かにあったかと思い

ます。一番最初、片町から説明したときに、０歳魚９月の時点で計算するんだという
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お話をしました。ですが、０歳魚っていうのは、生まれるのは春なわけです。４月か

ら６月ぐらいに生まれてくるというのが、最初のほうの資料の中に図にあったかと思

います。それから９月に漁獲管理する、それが０歳に多い。それで実際には、じゃあ

何歳かというと０．５歳ぐらいのわけです。それで、１月１日を越えると、我々の資

源計算上は１歳になるわけです。でも実際にはまだ０．何歳であろうと。だけど我々

はそれを１歳というふうに数えます。はなつぎ網を行うのは、この春ぐらいです。ち

ょうど生物学的には満１歳ぐらいになるんだろう、それがこの図３でいきますと、４

０センチとか５０センチの値に出ているこのピークに当たるわけです。それで、１歳

魚が図３の右側の一番上の図、今年の５月、６月に６０センチから７０センチにかけ

て獲れた、このピークは何かというと、もう１年上の年齢魚ってことになります。こ

の４０センチ後半から５０センチぐらいのところにあったのは、これは０から１歳魚

ということになります。そのまま実質的には満１歳ぐらいなんだろうと思いますけど

も、ただ１つ上ということで、この７０センチぐらいのところのピークは２歳という

評価をしております。評価表は１月１日で加齢するという評価上も２歳ですし、時期

的に５月、６月であれば、ちょうど満２歳なんだろうなと、そういったふうにこのグ

ラフをとっていただければと思います。 
 以上です。 
○今井会長   どうもありがとうございました。今の御説明でよろしいでしょうか。 
○伊藤委員   はい、伊藤です。７０センチ以上は２歳というのは、その計算、そ

ういう定義ですので、それはよろしかろうと思いますが、７０センチ以下が２歳とい

うところ、７０センチ以下も２歳ということではありませんので、これやはり、この

令和２年の５、６月の体長組成は１歳魚、２歳魚を全部含んでおると。２歳魚主体で

はなくて、むしろ１歳魚の、１歳魚が多い可能性もあるんじゃないかということを申

し上げているわけです。 
 以上です。 
○今井会長   本田さん、よろしいですか。 
○本田副部長   はい、本田でございます。正確には、漁獲物の年齢査定をすると

いうことで、これは確実になるものが分かってくるかと思いますけれども、この体長

組成のところに山が２つあるというところでいくと、小さいほうの山が例年どおりの

ところであろうと。それで、その１つ上側にもう１つ別な山が出てる。その混合正規

分布ということになるんでしょうけれども、そうすると、これは多分、生まれ年が違

うんだろうなというふうに解釈するというのは、それ程おかしなことではないんだろ

うと思います。サワラの場合は、特にその生まれた年系群の豊度によってサイズが変

わるということが言われています。２０１８年期はたくさん生まれたというお話をし

ました。たくさん生まれたってことは、これもこれでデータ側からも必要ですけれど
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も、場合によっては成長が悪くなった可能性がある。そうすると、例年の２歳よりも

少し小さい辺りに出るっていう可能性はあるんだというふうに思っています。正確に

は、漁獲物の年齢査定ができた時点で、じゃあこの６０センチから７０センチの山は

何歳だったかっというのは出てくるわけですけども、現状で、この山の動きを見る限

りにおいては、これは２歳魚というふうにとることは、それほどおかしくないのかな

というふうに研究サイドとしては考えています。 
○今井会長   ありがとうございます。大体年齢とちょっと違う、エサ環境の違い

が出ているところで若干の大きさの違いが出てくると思うと、そういった御説明です

ね。よろしいでしょうか。 
○伊藤委員   はい、結構です。ただ、年齢査定を細かくやれば、やはり灘別にい

ろんな魚の獲り具合が変わりますので、先ほど香川県の委員さんがおっしゃったよう

に、灘別の年齢組成魚が分かれば、それによって資源系群で１本であっても、やはり

灘別の評価というのは恐らくできるんじゃないかと。その辺のところをぜひ目指して

研究を行っていただきたいなというふうに考えております。 
 以上です。 
○今井会長   ありがとうございます。ちょっと緻密な綿密な調査が必要かなとい

う、そういう御指摘だったと思います。他にございませんでしょうか。 
 それでは、時間も押しておりますので、次の議題のほうに入らせていただきたいと

思います。どうもありがとうございます。 
 次は、②のトラフグの説明に入りたいと思います。トラフグにつきましては、トラ

フグの資源評価とそれからトラフグの資源管理の２つに分けて進めていきたいと思い

ますので、よろしくお願いします。それでは、トラフグの日本海・東シナ海・瀬戸内

海系群の資源評価について、水産資源研究所の平井主任研究員より御説明をお願いい

たしたいと思います。平井さんよろしくお願いします。 
○平井主任研究員   資源研の平井です。いいでしょうか。 
○今井会長   はい。聞こえています。 
○平井主任研究員   よろしくお願いします。トラフグの日本海・東シナ海・瀬戸

内海系群の資源評価結果について御報告します。参画機関ですけれども、昨年度まで

の２１府県さんに加えまして、山形県さんとそれから１機関、海づくり協会さんに今

年度より参画いただいております。今年度の資源評価は２０１９年漁期の評価結果に

なりますので、昨年度の参画いただいた、２１府県さんからのデータに基づいて報告

をいたします。 
 次、お願いします。まず最初に系群全体の漁獲量と人工種苗の放流尾数についてで

すが、昨年度の２１府県さんの漁獲量を集計しまして、１６１トンという結果になっ

ております。２０１９年漁期の結果です。漁期年は４月から翌年３月までとしており



－24－ 

ます。それから、放流尾数のほうは１６４万７，０００尾ということで、こちらも２

１府県のうち放流をされている県の集計結果です。 
 次、お願いします。海域別の今お示ししました、系群全体の漁獲量を海域別にお示

ししております。瀬戸内海のほうはこれまでと同様に減少が続いておりまして、２０

１９年の漁期の漁獲量は前年比で１１％減となっております。それから、日本海・東

シナ海は地域、横ばいの時期があったのですけれども、２０１７年を境に２０１８、

２０１９年は減少しておりまして、前年比で言いますと１６％減となっております。

漁獲量の全体に占める割合は少ないのですが、有明海については９％増となっており

ます。この有明海９％増のうち親魚については１６％が増加しているのですけども、

当歳魚については４６％が減少となっております。 
 次、お願いします。漁獲努力量と資源量指標値の推移ということで、こちらは系群

全体の漁獲量の約５割を占めている九州・山口北西海域のはえ縄漁業について例とし

てお示ししております。漁獲努力量は針数でお示ししておりまして、２０１４年以降

は針数としては減少が続いております。それから、資源量指標値のほうですが、ＣＰ

ＵＥですけども、こちら１，０００針当たりのキロで表しておりますが、２０１７年

までは上昇傾向にあったのですが、２０１８年、２０１９年は減少をしております。 
 次、お願いします。資源評価方法ですけれども、昨年度までの評価方法と同様の方

法をとっておりまして、全長組成から年齢別漁獲尾数を算出しまして、コホート解析

により資源量推定を行いまして、前進法により将来予測とＡＢＣ算定を行うという方

法です。昨年度と変えている部分はこの赤の枠で示した全長階級値別雌雄割合のとこ

ろで、これは２０１６年以降のデータがまとまりましたので、それについてはデータ

追加して新たに雌雄割合を構成してこの解析に用いております。 
 次、お願いします。算出した年齢別漁獲尾数ですけれども、御覧のように、黒く塗

りつぶした０歳のところ、それから白抜きの１歳の割合がこの経過に伴って減少して

おります。これに対しまして、３歳以上の漁獲尾数についてはあまり大きな変動はあ

りません。これを下の図の割合に直しますと、３歳以上については漁獲尾数の変動が

あまりないので、全体の割合としては多くなってきています。対しまして、０歳や１

歳については漁獲尾数に占める割合が減少するという結果になっております。 
 次、お願いします。これは２０１９年漁期について海域別にお示ししております。

それで有明海については、従来どおり０歳魚とそれから３歳以上、主に４歳以上の割

合が、親魚の割合が多いと従来どおりの傾向です。それで瀬戸内海については、０歳

に加えて１歳の割合が多くなっております。それから日本海・東シナ海については、

２歳以上の割合が多いということで、これも従来と大きな変動はありません。 
 次、お願いします。コホート解析の結果、資源量ですが２０１９年漁期は５３４ト

ンというふうに算出をされております。この値は、これまでの評価の中では一番少な
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い値ということになっております。 
 次、お願いします。資源量の中から３歳以上の資源を親魚量としまして算出をして

おります。こちら見ますと、従来、これ親魚量増加傾向にあるというふうに報告して

きた年もあるのですけれども、全体としては、横ばいというふうに判断をしておりま

す。直近では２０１８年漁期に比べて２０１９年漁期は減少しておりまして、２７４

トンという結果となりました。これに対しまして、再生産成功率、実線のほうですけ

れども、こちらのほうではずっと低下傾向がありまして、特に２０１５年以降は低下

をしておりまして、２０１９年は０．３尾／ｋｇということで、これまでに一番低い

値となっております。 
 次、お願いします。再生産関係ですけれども、横に先ほどの親魚量をとりまして、

縦軸に天然魚０歳の資源尾数をとっております。０歳の資源尾数が緩やかに正の相関

があるようなふうには見えるのですけれども、同じ親魚量のときを見ますと、ものす

ごく０歳の資源尾数が少ない年もあれば、多い年もありますので、再生産関係がある

というふうには判断はできないというふうに考えております。資源量が多かった頃の

情報もないということで、Blimit は本系群では設定しておりません。 
 次、お願いします。年齢別のＦですね。漁獲の強さの推移です。こちらにつきまし

ては、この一番太い実線が全年齢の平均なのですが、その次に太い実線が０歳、それ

から細い実線が１歳です。それで破線が２歳になります。２歳以下については、年と

ともに減少する傾向にあります。３歳以上なのですが、これも各報告した年によって

は、増加傾向にあるという結果になっていたときもあるんですが、現状ではＦの推移

を年変動で見ますと、増加しているというふうな相関はないということで、現状では、

これは横ばいというふうに今年は判断しております。 
 次、お願いします。資源水準の評価ですけれども、本系群は長期の資源量指標値が

まとまったものがないということで、代替としまして、下関唐戸魚市場の取扱量を扱

わせていただいております。このうち、１９９９年以前のこちらの薄いグレーの範囲

ですけども、こちらの期間は外海産の漁獲物の中でＥＥＺ及び領海以外の漁獲物が含

まれます。こういった背景から、資源水準の判断には白抜きにしました内海産のデー

タを用いております。 
 次、お願いします。先ほどの白抜きの部分を折れ線で表したものになります。この

うち高位に相当するのが４７２トン以上です。中位と低位の境が２３６トンというこ

とでお示ししております。それで直近１０年間を拡大したのがその右下の図ですけど

も、２３６トンからはるかに少ない値の取扱量しかないということで、水準は低位で

あると。それから、２０１５年以降も減少が続いていることから、資源動向も減少と

いうことで判断をしております。 
 次、お願いします。０歳資源尾数の天然魚と放流魚の内訳ですけれども、０歳資源
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尾数は２０１９年漁期の評価結果では１０万１，０００尾となっております。これも

評価が始まって以降最も少ない値です。グレーのところが天然魚、それから白抜きが

放流魚ですけれども、これを割合で表したものが次のスライドになります。 
 次、お願いします。こちらが割合で表したものです。ちょうどこの白抜きの放流魚

の割合が放流魚の混入率になります。２０１９年度漁期ではこの赤の矢印で示してい

るとおり、混入率が２５％という結果になっております。 
 次、お願いします。放流魚の資源尾数が分かりましたので、天然魚の資源尾数もこ

れで算定されたということで、それぞれ使いまして、放流魚については、このように

添加効率をお示ししております。２０１９年漁期では０．０１５という値になってお

ります。 
 次、お願いします。放流尾数、現在１６４万７，０００尾ということで、白抜きの

この点のところに当たる尾数が放流されているのですけれども、これに関しまして現

在の漁獲係数、全年齢の平均に関して行政的な管理目標である資源量８４０トンを達

成する場合、放流尾数をどこまで増やさないといけないのかっていうのをお示しした

のが、こちらの等量線図になります。これで見ますと、８４０トンを放流のみで達成

しようとする場合、現状１６５万尾弱放流されているのですが、これを６００万３，

０００尾まで増やす必要があるということで、種苗放流のみでの現在のその資源量の

管理目標の達成っていうのは、困難であろうとそのように判断をしております。 
 次、お願いします。２０２１年漁期のＡＢＣ算定ですけども、管理基準が０．５８

Fcurrent となりまして、Target が６３トン、Liimit が７７トンとなっております。

これ昨年度の評価表報告での２０２０年漁期のほうと比べますと、次のスライドが２

０２０年漁期のＡＢＣ算定になります。 
 こちらになりますが、管理基準こちら、昨年の報告では０．５９Fcurrent というこ

とで、昨年度と今年でそんなに大きく管理基準値は変わってないのですけれども、昨

年に続いて、引き続き大幅に削減が必要であろうということで、なかなか厳しいＡＢ

Ｃの算定結果となりました。 
 次、お願いします。２０１９年漁期のこの評価、２０２０年の再々評価に相当しま

す。今年は５３４トンとなったのですが、昨年の２０１９年での再評価が４５５トン

でしたので、上方修正という結果になっております。それから２０２０年漁期の当初

評価は４２６トンだったのですが、こちらも２０２０年再評価で見ますと４４３トン

ということで、こちらも今年度評価では上方修正ということになります。情報修正さ

れた要因としましては、０歳魚の管理量把握がもともとなかなか難しい部分があるの

で、精度が不安定な面はあるのですが、それに加えまして２０１９年漁期の再評価か

ら２０２０年の再々評価では、２歳以上の資源量が上方修正されております。６１ト

ンが増加しています。それから２０２０年の再々評価のほうでも２歳以上が８２トン
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増加しておりまして、この結果がＡＢＣの上方修正になっていると、そのように判断

しております。 
 次、お願いします。将来予測ですが、現状 Fcurrent を継続した場合、２０２７年

漁期に資源量が３９４トン、親魚量は１６７トン、漁獲量が１１１トンに減少すると

予測されております。現状のままでは資源を回復するのは難しそうだと、そういう判

断をしております。 
 次、お願いします。ＡＢＣ以外の管理方策の提言ですが、昨年度までの報告での、

まず最初のポツに示しております、各産卵場及び成育場の保護が必要だという判断。

それから、２つ目のポツですが、未成魚の漁獲抑制と種苗放流の高度化の取組のさら

なる強化が必要だということについては、現状昨年度からそんなに資源状態大きく変

わっていませんし、むしろ資源は減っている傾向だという結果ですので、引き続きこ

ういった取組が必要だろうということでお示しさせていただいております。これに加

えまして、従来から未成魚の漁獲抑制等に取り組まれてはいるのですけれども、昨年

度の成魚の管理のほうも取り組んだほうがいいだろうという提言をしているのですが、

なかなか特定の年齢やサイズ等に偏った理由と、なかなか効率良く進められないとい

うことで、そういった背景から特定の年齢に偏らない資源管理を取り組んでいただく

べきかなということで、３ポツ目にこのようにお示しさせていただいております。 
 トラフグの資源評価結果については以上になります。 
○今井会長   ありがとうございます。現状の漁獲方法を続けた場合には、現状の

種苗放流を継続しても資源量は減少し続けると推定されて、行政的な資源管理目標の

８４０トンまで資源量を回復させるためには、漁獲圧の削減が必要との報告でござい

ました。また、各産卵場及び生育場の保護、それから未成魚の漁獲抑制と種苗放流の

高度化の取組のさらなる強化、成魚も含めて特定の年齢に偏らない資源管理の取組な

どが必要ということでございました。 
 ただいまのいただきました説明につきまして、御質問等ありましたらよろしくお願

いします。 
○梅田委員   会長さん、山口県ですがよろしいですか。 
○今井会長   はい、よろしくお願いします。 
○梅田委員   はい。放流に関してのことなんですけど、説明では放流のみによっ

て資源回復の達成は困難ということで説明をされておりますけれども、放流魚の混入

割合、これ０歳魚ベースということですが、２、３割ということで、かなり資源の底

支えをしていると思うんですよね。それで成長し、漁獲もされているという実態もあ

ろうかと思いますが、トラフグは御存じのように単価も高いし、放流による費用対効

果といいますか、Ｂ／Ｃということなんですけど、こういうのをちょっと整理されて

漁業者に説明すれば、やはり放流の重要性というのも改めて伝わるんじゃないかなと
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思うんですけど、そういうような費用対効果を出すようなことっていうのは検討され

ておるんですかね。ちょっとお聞きしたいと思います。 
○今井会長   よろしくお願いします。 
○平井主任研究員   資源研、平井です。今、御指摘の件ですけれども、水産機構

のほうでは現在費用対効果に関する調査研究っていうのは請け負っていないのですが、

別の機関、今日御出席の海づくり協会さんのほうで、そういった検討を引き続きされ

ております。それで、私どもの評価のほうでは費用対効果のほうについて、ちょっと

今は触れておりませんので、本日は具体的なものはちょっとお示しできないのですけ

ども、そのような現状でございます。 
○今井会長   ありがとうございます。よろしいでしょうか。 
○濱田参考人   海づくり協会の濱田ですけども、発言よろしいでしょうか。 
○今井会長   はい、どうぞ。 
○濱田参考人   海づくり協会では、関係県の広域的な取組によるトラフグの種苗

放流の効果について調べておりますが、トラフグは、放流してから１０年間程度漁獲

があり、１０歳くらいまで成長して漁獲される魚もあるので、ある年に放流したもの

の最終的な回収結果が出るまでに１０年位を要するということで、その費用対効果を

計算するのに時間がかかるという問題があります。過去の平成２４、５年頃の年級別

に見て、費用対効果、Ｂ／Ｃを計算した例もありますが、九州４県と山口県で放流さ

れたトラフグについて、種苗の放流費用と漁獲金額を対比してみますと、漁獲金額の

ほうがずっと高くて、Ｂ／Ｃ、一定以上の十分な効果が出ているという事例もありま

す。あとザクっとした計算ですが、過去９年間程にわたって、それぞれの年にかかっ

た種苗放流経費と、その年に漁獲された漁獲金額を対比するという計算もしてみまし

たが、それでもＢ／Ｃが１以上になっているということで、費用対効果から見て十分

放流効果があるという結果が出ております。 
 以上です。 
○今井会長   どうもありがとうございます。以上の御説明でよろしいでしょうか。 
○梅田委員   分かりました。効果算定でスパンが長いということが分かりますん

で、そこら辺りまたよろしくお願いしたいと思います。 
○今井会長   ありがとうございます。ほかにございますでしょうか。 
 それでは、トラフグ関連で次に進めさせていただきたいと思います。次は、引き続

いてトラフグの資源管理について水産庁のほうから御説明をお願いいたします。 
○西田課長補佐   水産庁管理調整課、西田でございます。トラフグ、日本海・東

シナ海・瀬戸内海系群におきましては、毎年作業部会とともに１１月に資源管理検討

会という全国会議をもちまして、その取組とその報告と、それから今後の取組につい

ての検討を進めているところでございます。本委員会におきましても、そこでの議論
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の状況を御報告するとともに、また御意見御審議をいただければと思います。 
 次、お願いいたします。本日は水研の説明と少し重なる部分ございますが、トラフ

グ資源の現状、それから資源管理について、これからの資源管理についてという話の

流れで御紹介させていただきたいと思います。 
 次、お願いいたします。こちらは皆さん、この移動経路等は御存じだと思いますの

で、割愛をさせていただきたいと思います 
 次、お願いいたします。資源量と漁獲量の推移でございます。トラフグの資源量と

漁獲量は、データを取り始めて以来、ともに直近の値が過去最低ということで、資源

量が５３４トン、漁獲量が１６１トンとなっております。それで、先ほども研究所か

らの御紹介にもありましたが、２０１７年の資源管理検討会で定めました２０２７年

漁期を目途に８４０トンという目標からも、現状資源量が大きく割り込んでいるとい

う状況になります。グラフで申しますと赤い点線がそのいわゆる行政的に決めた回復

目標のラインでございますが、それに対して青いラインの資源量は現在大きく割り込

んでしまっているという現状にございます。 
 次、お願いいたします。続きまして、年齢別資源尾数でございます。こちらも、１

０年前の２００９年と比較いたしまして、０歳魚の尾数が２００９年と比較して、約

４分の１ということで危機的な状況にある。さらに、近年は親魚、３、４歳の資源量

も減少しているということで、危機的な状況であるということでございます。 
 次、お願いいたします。こちらも御出席の皆様はよく御存じの内容かと思いますけ

れども、改めて簡単に御紹介させていただきますと、資源量を左右する要素といたし

まして、増やす要素として加入と成長があって、減らす要素として漁獲と自然死亡が

あります。この中で成長と自然死亡は環境要因に左右されるということで、人為的に

コントロールできる要素というのは、この加入と漁獲ということに絞られるというこ

とでございます。 
 次、お願いいたします。種苗放流について、先ほどの議論でも、下支えしていると

いうお話がございました。御認識のとおりで、種苗放流が０歳魚加入量を下支えする

効果は一定程度認められております。ただ、先ほどの、水研機構からの説明にもあり

ましたように、種苗放流のみでの資源回復というのは難しいということで、どうして

も漁獲の抑制ということが現状不可欠であるということでございます。 
 次、お願いいたします。漁獲の対象である魚を獲り残すことによって期待されると

いう効果は、その未成魚と成魚によって、それぞれに異なっているということでござ

います。未成魚の獲り残しというのは、獲り残しの意味として、将来親となる魚を増

やすことが可能ということと、価値が上がってから漁獲することが可能になるという

ことで、期待される効果といたしましては、獲り控えた魚が産卵に参加する数年後か

ら効果が出始めるということでございまして、同じ水揚げ数量でも漁獲尾数が低下す
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るということでございます。成魚の獲り残しの効果といたしましては、今いる親魚に

よる産卵を増加させ、現在の加入の低さを速やかに補うことが可能になります。効果

が早く出るということでございます。期待される効果といたしまして、魚が既に成熟

していますために、すぐ産卵に参加することができ、効果が早く現れるということで

ございます。 
 次、お願いいたします。漁獲量の目標値に対する現状でございます。２０２０年漁

期の ABCtarget、目標値として７８トン、ABClimit、上限値は９４トンと出ており

ます。それで、この黒、赤、水色という３つのプロットがございますが、これは将来

予測に基づく計算結果でございまして、現状の漁獲を維持し続けていると資源量は微

減で推移していくと。回復させるためには、どうしてもこの漁獲量の削減が必要にな

ってくると。もう短い期間で達成するため、２０２５年までに達成する、あるいは、

２０２７年までに達成するためには、どうしてもこの ABCtarget あるいは limit まで、

漁獲量を削減させる必要が現状生じているということでございます。 
 次、お願いいたします。その目標に対して、実際の漁獲量の推移がどう推移してき

ているか、ということを示したのがこの折れ線グラフになります。赤いラインが

ABCtarget、目標値、黄色いラインが ABClimit、上限値ということでございますが、

青いラインが実際の漁獲量、その目標値、上限値のいずれよりも、こう高い漁獲実績

で推移してきているということで、過剰に漁獲圧がかかった状態が２０１４年以降、

継続しているという現状にあるということでございます。 
 次、お願いいたします。後ほど、新たな資源管理のロードマップということで、ま

た詳しく御説明を申し上げますが、この１２月１日に改正漁業法が施行されて以降、

新たな資源評価が示された後は、それを基にした管理目標と漁獲シナリオを検討して、

その数量管理の導入について皆さんの意見を聞きながら検討していくというプロセス

がこれから始まります。 
 次、お願いいたします。その新たな資源管理の中で、柱の中にそのＴＡＣ魚種の拡

大の検討というのが項目として挙げられていて、こちらも全体の中での位置づけは後

ほど御説明させていただきますが、そのＴＡＣ魚種の拡大については、現行のＴＡＣ

魚種８魚種で、この円グラフを御覧いただきたいんですけれども、大体全体の漁獲、

海面漁業生産量の６割を今カバーしている現状でございます。これを右側の候補魚種

の中から、幾つかそのＴＡＣ対象魚種を加えることによって、全体の８割までをカバ

ーするようにしていきたいというのが目標でございます。この中でトラフグは、この

右の表の２９番目のふぐ類の中に位置づけられているということになります。 
 次、お願いいたします。同じく、下のほうの赤四角で囲ったところを御覧いただけ

ればと思いますが、そのＴＡＣ魚種としての候補の魚種の中で、第１陣、第２陣とい

うのがございます。これも、後ほど詳しく御説明いたします。その中で、トラフグは
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第１陣に位置づけられている。漁獲量がある程度多くて、資源評価に係るデータの蓄

積が比較的多いということで、候補魚種に挙げられているということでございます。 
 次、お願いいたします。全体の資源管理の流れの中で、トラフグはこういった位置

づけにあるんですけれども、特に瀬戸内海域を含めた本系群について、現在いろんな

まだ課題がありまして、なかなかその効果的な資源管理の取組にたどり着けているか

というと、まだそこまでは至っていないのではないかというのが現状だと認識してお

ります。この中で、評価・調査の課題、それから管理措置の課題ということと、管理

体制の課題ということがそれぞれございますが、特に瀬戸内海域で関係してくる課題

としては、管理措置の課題の中でいろいろ地区ごと、浜ごとにその実情に見合った取

組ということを進めていただいておるんですけれども、この地区ごとにその深掘りと

いうのは進めてきていただいているんですが、なかなか隣の地区あるいは近隣県との

足並みがそろっていないということで、こう海域全体の取組というところまで、まだ

至っていないということが現状かと思います。 
 また、これは私ども行政も大きく関係しますけれども、資源管理体制の課題という

ことで、現状といたしましては詳細な漁獲情報の把握を始め、必要な情報がまだまだ

関係する漁業者あるいは加工流通業者の方全体に、共有されていないのが現状ではな

いかと認識しております。資源評価結果、調査結果に対する関係者の理解の醸成とい

うのも、まだまだこれから推し進めていかなければならないだろうというふうに考え

ておるところでございます。 
今後検討すべき課題ということで、下のほうにそれぞれ漁業者、行政、研究とセク

ションが分かれておりますが、特に私ども行政のこれからの課題といたしましては、

この１２月から、新たな資源管理体制の推進ということが始まっておりますので、そ

れに伴いまして、まずは各地域を訪問させていただいて、これからの資源管理につい

ての考え方の説明、取組の説明をするとともに、漁業者の方々の漁業実態についての

聞き取り等をさせていただいて、特にその瀬戸内海での小型のトラフグの漁獲の、例

えば数量とか、漁獲の実態についての情報が現状十分あるかというと、まだまだ把握

に課題があるといったところもあるかと思います。そういったところをまず現状把握

ということを、この説明を各地にするとともに進めてまいりたいと考えております。

共通の課題といたしましては、後ほど御説明するその新たな資源管理の推進という中

で、その MSY ベースの資源評価の実施の後に始まる数量管理の準備、こういったこ

とを、まずは議論の土台づくりとか、基礎的な情報共有を進めるとか、そういったと

ころをまずは取り組ませていただければと考えておるところでございます。 
 管理についての御説明は以上でございます。 
○今井会長   どうもありがとうございました。ただいまの御説明につきまして、

質疑に入りたいと思います。御質問等ございましたらよろしくお願いします。 
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 ございませんか。 
 じゃあちょっと、１つ私のほうから少し気になる点がございますのでお聞きします。

産卵率について瀬戸内海が非常に悪いということなんですけども、これは何か原因が

分かっていることがあるんでしょうか。 
○平井主任研究員   水研機構の平井です。私から回答しましょうか。 
○今井会長   はい、お願いします。 
○平井主任研究員   資源研のほうで分かる範囲ということになりますけども、ま

ずその瀬戸内海としての産卵率が悪いかどうかという点ですけれども、全域で悪いと

いう判断ではなくて、特定の海域であまりその最終成熟までいかない個体が見られる

海域があると、そういう判断をしております。逆に、もう全数産卵を行っているとか、

最終成熟まで至って、排卵をほぼ全数しているという海域があることも確認していま

す。もう１点は、その先ほどの最終成熟に至らない海域があるということですが、過

去６年間ほどはそのような調査をしているんですけども、その間ずっとは減少してい

くというようなことがあるわけではなくて、いつも同じ割合で少ないと、そういうよ

うな現象は確認しております。ですので、その産卵率が低下していくことで、当歳魚

の加入が悪くなっているのかというようなことを示せるようなデータは今のところ持

っておりません。 
○今井会長   ありがとうございます。ほかに何かございませんでしょうか。 
 よろしいでしょうか。それでは、ちょうど時間も押してきておりますから、次に進

めさせていただきたいと思っております。それでは議題２ですが、太平洋クロマグロ

に関する広域漁業調整委員会指示について入りたいと思います。水産庁のほうから御

説明お願いいたします。 
○山田調整課長   瀬戸内海漁業調整事務所、調整課の山田でございます。当方か

ら資料２を用いまして太平洋クロマグロの委員会指示に関して説明させていただきま

す。 
 資料２－１を御覧ください。太平洋クロマグロですけれども、平成２４年から広域

漁業調整委員会指示により届出制を導入いたしまして、２５年以降は承認制に移行し

て今に至っております。原則２年ごとに更新をしてきておりますけれども、現行の委

員会指示に基づく承認期間が令和３年３月３１日までとなっております。このため、

瀬戸内海のみならず、各広域漁業調整委員会のほうで新たな委員会指示を発出して承

認制の更新手続を進める必要が生じてございます。また、新しい委員会指示の発出に

伴いまして、これに附属するものとして、１つ目が沿岸くろまぐろ漁業の承認制の違

反者への対応及び処分方針、それともう１点が沿岸くろまぐろ漁業の承認制の事務取

扱要領、この２点につきましても新しい委員会指示に合わせて新たに設定をしたいと

思います。 
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 新しい委員会指示の概要でございますけれども、大きくは変わってございませんで、

これまでと同様、過去５年間の実績者の方々を承認の対象とすることにしたいと思い

ます。ここの２の（１）に記載してございますとおり、承認条件といたしまして、①

に書かれている過去５年間に１キロ以上の漁業実績を有することということで、過去

５年間ですから平成２８年の１月１日から令和２年の１２月３１日までの間に、１キ

ロ以上の漁獲実績を有すること。ただし書きといたしまして、ここに書かれているよ

うに、県のほうから漁獲可能量の遵守に支障がない旨の意見書が出ている場合には、

この限りではないという内容をつけさせていただきます。また２点目といたしまして、

採捕停止命令に従わない漁業者ではないということで、こちらのほうも県のほうから

そういった意見書をいただくことになっております。次の承認期間令和３年４月１日

から令和５年３月３１日まで２年間を予定してございます。 
 次の資料、資料２－２を御覧いただきたいと思います。こちらは、左側が新しく今

回発出したいと考えております委員会指示第３６号の予定ですけども、その内容。そ

れで、右側が御参考までに現行の第３１号の内容を比較しやすいように新旧表のよう

な形で整理したものでございます。ここで変更点といたしましては、まず冒頭、漁業

法の法律の条項が書かれてございますけども、今回漁業法改正されまして、いろいろ

と条のほうがずれたりしておりますので、参照する条項を正しいものに、新しいもの

に修正をするような修正を行ってございます。そして会長名の下ですけれども、瀬戸

内海広域漁業調整委員会による沿岸くろまぐろ漁業の承認に係る委員会指示という表

題、こちら今までのものにはなかったんですけれども、分かりやすくするためにつけ

させていただいております。１の定義のほう、こちらいろいろと赤が入ってございま

すけれども、こちらの改正法の施行に伴う参照する条項の修正となってございます。 
 次は４ページですけれども、３の操業の承認というところがございます。これは用

語の変更として１点ございますのが、（１）の４行目に出てまいりますが、旧被承認者

という用語が出てまいります。こちらは右側の現行では旧承認者ということになって

おったんですけれども、承認者と申しますと承認をする側の方のことを指すことにな

ってしまっておりましたので、正しい用語として旧被承認者というふうに用語の修正

をさせていただいております。 
 そのほか先に進みますと、７ページでございます。７ページの真ん中のほうですけ

れども、５の漁獲実績報告書等という項目、右側入っておるのが今回の案では全て削

るということになってございますけれども、こちらは漁獲実施報告につきましては、

漁業法のほうで、ＴＡＣ魚種として報告がされておりますので、こちら委員会指示で

の報告を聴取する必要性はないということでもって、今回落としております。 
 そのほか、いろいろな届出ですとか、そういった書類の提出先として、これまで委

員会となっていたり、委員会事務局となっていたりすることがございましたんで、今
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回、委員会事務局ということで整えてございます。 
 そして、資料２－３でございますけれども、資料２－３はこれらの修正を行った後

の新しい委員会指示の案、溶け込み版となってございます。 
 先ほどの新旧表で御説明できていなかったのは、１３ページ以降の様式でございま

すけれども、こちらの様式につきましても、例えばこれまで判子を押していただいて

いたわけなんですけども、いろいろな分野でこの判子の省略ということで進んでおり

ますけども、こちらの手続も押印を不要とするということとしておりますし、事務手

続簡素化の観点で若干の様式の修正・変更をさせていただいてございます。 
 続きまして、資料２－４を御覧いただきたいと思います。資料２－４は違反者への

対応及び処分方針の案ということになってございまして、こちらが新しい内容の案で

ございます。大きく変更したところといたしましては、２の（１）のところに違反内

容という項目がございますけれども、ここに従来の方針には、漁獲実績の報告に関す

る違反のことが記載されておったんですけれども、今回本体からその部分削除いたし

ましたので、それに合わせましてこの新しい方針から削除してという修正を行ってご

ざいます。 
 続きまして、資料２－５でございます。こちらは承認制の事務取扱要領の表でござ

いまして、左側が今回新しく発出しようと考えてございます案、右側が御参考までに

現行の事務取扱要領となっております。ここで変わっているところといたしまして、

２の（１）承認条件の部分、漁獲実績の確認の部分ですけれども、今後は漁獲モニタ

リングデータということで用語を一本化してございます。そのほかは、委員会指示本

体の改正に合わせました改正を行っているところでございます。あと事務的な用語の

修正でございます。 
 資料２－６がこれらの改正を行った後の溶け込み版の、事務取扱要領の案というこ

とになってございます。 
 かけ足でございましたが、以上資料２－１から２－６に関しまして以上です。 
○今井会長   どうもありがとうございました。それでは、ただいまの御説明につ

きまして、御質問、御意見等ございましたらよろしくお願いいたします。 
 よろしいでしょうか。御意見ございませんでしょうか。 
 それでは、ございませんようでありますので、本委員会としまして、原案のとおり

瀬戸内海広域漁業調整委員会指示第３６号を本日付で発出するとともに、併せて瀬戸

内海広域漁業調整委員会指示第３６号の６の（１）に基づく、沿岸くろまぐろ漁業の

承認制の違反者への対応及び処分方針並びに、瀬戸内海広域漁業調整委員会指示第３

６号の８に基づく沿岸くろまぐろ漁業の承認制の事務取扱要領を策定することとしま

す。今後の事務手続上、文言の訂正等がございました場合には、私のほうへ御一報い

ただきたいと思います。よろしいでしょうか。 
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 なお、もし反対の御意思をお持ちの方は、その意思を表明してくだるようお願いし

ます。よろしいですか。 
 それでは、反対の御意見は特段ございませんようですので、太平洋クロマグロに関

する広域漁業調整委員会指示について、原案どおり決議いたしたいと思います。事務

局のほうで事務手続と官報への掲載をお願いいたします。 
 それでは、議題の３、その他のほうに入ってまいりたいと思います。まずは①改正

漁業法の施行について、これは水産庁から説明をお願いいたします。 
○山田調整課長   引き続きまして、瀬戸内海漁業調整事務所、調整課の山田より

御説明させていただきます。当方から資料３－１から３－４に関しまして改正漁業法

に関係する部分を御説明させていただきたいと思います。 
 まず、資料３－１でございます。今回漁業法が改正されまして、いろいろと条文が

変わったところもございますけれども、広域漁業調整委員会の関連の規定につきまし

て、左側が改正後、右側が改正前ということで新旧表のような形でお示ししたもので

ございます。御覧いただきますとおり、変わったところといたしまして、この引用し

ている条項ですとか、そういった条の変更になってございまして、中身に関しまして

は変更は特にございません。２ページも同様でございます。ですので、広域漁業調整

委員会に関しましては、引き続き重要な事項を処理していただくということになって

ございます。 
 続きまして、３ページから、資料３－２から資料３－４にかけましては、瀬戸内海

広域漁業調整委員会の事務規程の一部改正についてお諮りするものでございます。内

容は先ほどと同様、漁業法の改正に伴いまして、参照している条項がずれたものに伴

うものでございます。３ページ目の真ん中程に書かれておりますけども、引用して赤

になっているとこでございますけども、条の変更がございます。次の資料３－３、４

ページに新旧表の形でも整理してございますけれども、こちら１点の修正という内容

になってございます。 
 ５ページ以降、資料３－４はこの改正後の事務規程の案をつけさせていただいてお

ります。 
 以上でございます。 
○今井会長   どうもありがとうございました。それでは、ただいまの御説明につ

きまして、御質問、御意見等ありましたらよろしくお願いいたします。 
 ございませんでしょうか。よろしいでしょうか。 
 ございませんようでありますので、それでは資料３－２から３－４で説明のあった

瀬戸内海広域漁業調整委員会事務規程の一部改正につきましては、原案どおり決議す

ることとして、今後の事務手続上、文言の訂正などがあった場合には、私のほうに御

一任いただきたいと思います。よろしいでしょうか。反対の意見がある場合は、意思
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を表明していただきたいと思います。よろしいでしょうか。 
 では、特段の反対の意見はないというふうに思いますので、瀬戸内海広域漁業調整

員会事務規程の一部改正につきましては、ただいま説明しました原案のとおり決議い

たしたいと思います。よろしくお願いいたします。ありがとうございます。 
 それでは続きまして、②番の新たな資源管理の推進に向けたロードマップにつきま

して、水産庁のほうから説明をお願いいたします。 
○西田課長補佐   水産庁管理調整課、西田でございます。 
 資料３－５を御覧いただければと思います。これは本年９月３０日に水産庁として

今後数年間、令和１２年度を目標に、令和５年度までどのように取り組んでいくかと

いうことを公表したものでございます。まず一番右の令和１２年度のところを御覧い

ただければと思います。こちらに目標を掲げておりまして、新たな資源管理の推進に

よって、１０年前と同程度まで海面漁業生産量を回復させるということにしておりま

す。具体的な数字といたしましては４４４万トンということになっております。この

目標を達成するために、４つの柱で取り組んでいくということにしてございます。一

番左を御覧いただければと思いますが、１つ目の柱としては、資源調査・評価の充実・

精度の向上。それから２番目といたしまして、ＭＳＹベースの資源評価に基づくＴＡ

Ｃ管理の推進。そして３番目といたしまして、ＩＱ管理の導入、これは船舶個別割当

てでございます。それから最後に、資源管理協定への移行ということになっておりま

す。この下の、一番下の点線書きのところを御覧いただきたいんですけれども、新た

な資源管理の推進にあたりましては、関係する漁業者の方の理解と協力を得た上で進

めるということにしてございます。また、都道府県・関係機関と協力・連携のもとに、

スマート水産業等関係施策の進捗を図りながら、効率的に進めることとするとしてご

ざいます。 
 それではまず、上の資源調査・評価の充実・精度の向上のところを御紹介させてい

ただきます。令和５年度のところを御覧いただこうと思いますが、現行、資源評価の

対象として５０数種実施してございますが、これを令和５年度までに資源評価対象魚

種を２００種程度に拡大するということを目指すこととしております。 
続きまして、その下の漁獲等情報の収集の部分でございます。資源管理・評価に当

たりましては、漁業者の方からの水揚げの情報の正確かつ迅速な把握っていうのが非

常に大切になってくるんですが、ただこちらは、報告をいただく漁業者の方、それか

ら集計等をいただく漁協職員あるいは市場職員の方々のどうしても負担を伴う話にな

ってきます。そこで、漁協や産地市場から水揚げ情報を電子的に収集する体制を構築

することによって、その負担を少しでも少なくしたいというふうに考えておるところ

でございます。大体主要な漁協・産地市場から令和５年度までに４００市場以上を目

途に産地水揚げ情報を収集できる体制を構築したいということでございます。 
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これに伴いまして、その下を御覧いただければと思いますが、漁獲等報告の義務化

ということで、現状は大臣許可漁業におきまして、漁獲成績報告書というものを詳細

に漁獲情報等を提出いただいているところですが、これに加えまして知事許可漁業に

おける漁獲報告、それから漁業権漁業における漁場の活用状況等の報告を義務化する

ということで、こういったところの情報収集も規則化していくということでございま

す。 
その下を御覧いただければと思います。同じく、電子的漁獲報告体制の構築という

ことで、こちらはまずは大臣許可漁業から順次拡大していって、令和５年度までにそ

の大臣許可漁業の電子的報告の実装を行いたいというふうに考えております。知事許

可漁業へもこちらを順次拡大していきたいということでございます。 
 その下のＭＳＹベースの資源評価に基づくＴＡＣ管理の推進というところを御覧い

ただければと思います。まず、この真ん中の縦書きの白い四角のところ、ＴＡＣ魚種

の拡大というところを御覧いただければと思います。現行は８魚種でＴＡＣを実施し

ておるんですが、今後先ほどもちょっとトラフグのところでも申し上げましたが、漁

獲量の多いものを中心にその資源評価の進捗状況等を踏まえて、ＴＡＣ管理を順次検

討・実施する資源を公表していくというふうにしてございます。こちらは、漁獲量の

多いもののうち、資源評価のデータの蓄積がある程度整っているものを第１陣という

ことで、カタクチイワシ、ブリ、ウルメイワシ等々と列記してございます。第２陣と

いたしまして、漁獲量はある程度あるんですけれども、まだ資源評価に関するデータ

の比較的少ないものということで、第２陣ということで、ムロアジ類、イカナゴ等々

ということで列記してございます。こちらは、ではいきなり来年からＴＡＣかという

と、そういう話ではございません。一番この上の欄に表示されている、濃い青の四角

のところを御覧いただければと思います。まず初めに、各魚種資源に対して、ＭＳＹ

ベースの資源評価が、新たな方式による資源評価が実施されます。その評価結果を基

に管理目標、どのような資源量を目指していくのか、それから漁獲シナリオ、どのよ

うな獲り方をしていくのかということを行政のほうから案として提案させていただき

ます。こちらをステークホルダー会合で議論を重ねまして、議論を重ねた上で、その

ステークホルダー会議というのは、漁業者の方、それから加工流通業者の方等々関係

の方に広くお集まりいただいて、議論をするということでございまして、そこでの議

論を複数回重ねた上で、管理目標と漁獲シナリオを決定するということでございます。

それで、この時点からＭＳＹベースの管理の開始、新たな資源管理の開始ということ

になります。その管理目標という漁獲シナリオというのは、おおむね５年ごとに定期

的に見直しをしていくということを考えております。 
下のほうを御覧いただければと思います。国際資源のところを御紹介させていただ

ければと思います。現行、ミナミマグロと大西洋クロマグロは、条約等、国際約束に
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基づく数量管理が実施されておりますが、こちらも国際約束を遵守する観点から漁業

法を根拠にしたＴＡＣ対象化を進めていくということにしてございまして、令和３年

漁期からそれぞれミナミマグロと大西洋クロマグロをＴＡＣ魚種とするということに

してございます。 
 次、緑の欄を御覧いただければと思いますけれども、次はＩＱ管理の導入でござい

ます。こちらは船舶ごとにその漁獲可能量、獲っていい量を割り当てるという数量管

理でございますが、こちらは主に大臣許可漁業から導入の検討を進めていくというこ

とにしてございます。下の白い四角を御覧いただければと思いますが、沿岸漁業にお

きましても、そのＩＱ的な数量管理が行われているものにつきましては、下にこれか

ら御説明します資源管理協定の管理措置に位置づけて実施していただくということを

考えております。 
 一番下の資源管理協定でございますが、こちらは今、資源管理方針に基づく資源管

理計画というものを、各地域あるいは漁業種類ごとに実績管理措置ということで実施

していただいておるところかと思います。こちらの資源管理計画を、将来的にその改

正漁業法に基づく資源管理協定というものに順次移行していっていただきたいと考え

ております。こちらは、令和５年度までにその現行の資源管理計画から協定への移行

を完了していただきたいというふうに考えております。先ほど、その資源評価対象を

２００種程度と大きく拡大すると申し上げましたが、その評価対象を拡大した成果は、

こういった資源管理協定においても、その管理目標を科学的根拠に基づく管理目標を

定めて、その達成を目指していただくということを考えておりまして、そういったと

ころに、その評価の結果を御活用いただくということを考えております。 
 以上、簡単ではございますが、新たな資源管理の推進に向けたロードマップの説明

は終わらせていただきます。 
○今井会長   どうもありがとうございました。それでは、ただいまの御説明につ

きまして、御質問、御意見等ありましたらよろしくお願いいたします。ございません

でしょうか。 
○大川委員   和歌山県、大川です。 
○今井会長   はい、どうぞ。 
○大川委員   上段のほうの産地水揚げ情報の収集ですけども、水揚げを電子化に

するというんですけども、なるべく簡素化してほしいと思うんです。というのは、今

の漁協の仕事の中には、浜活プランとかいろいろ新たな仕事が増えているんですよね。

本来の海の仕事が滞ってしまうというので、これはお願いですけども、なるべく簡素

化した方法でやっていただきたいと思います。 
○今井会長   水産庁さんのほうで何かコメントはございますでしょうか。 
○西田課長補佐   はい、管理調整課、西田でございます。御意見ありがとうござ
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います。これから、このロードマップの内容とそれから地域によっては御要望いただ

けましたら、そのこういった情報収集の詳しい御説明のできる担当の者がそれぞれの

地域に御訪問させていただいて、御説明をして、いろんな御意見をいただく中で具体

的にどうするかということを、また検討を進めていきたいと考えておりますので、水

産庁といたしましても、こういった関係する職員の方の負担をなるべく少ない形でで

きるようにということで基本的には考えておりますので、また訪問させていただいた

際には、その具体的な御意見等をいただければと考えております。 
○今井会長   ありがとうございます。今のでよろしいでしょうか。 
○大川委員   ありがとうございました。 
○今井会長   ほかに御意見、御質問ございませんでしょうか。 
 よろしいでしょうか。それでは、新たな資源管理の推進に向けたロードマップにつ

きましては、以上で終わりたいと思います。 
 次に、最後の議題でございますが、③令和３年度資源管理関係予算につきまして、

また水産庁のほうから御説明よろしくお願いいたします。 
○西田課長補佐   水産庁管理調整課、西田でございます。 
 資料３－７を御覧いただければと思います。これは、今年９月に水産庁として公表

いたしました来年度、令和３年度の水産関係予算の概算要求の主要事項についてでご

ざいます。先ほど新たなロードマップについて御紹介させていただきましたが、それ

に沿った取組を支援、推進していけるようにということで、それぞれ各テーマごとに

昨年よりも大きく増額をして、要求を出させていただいております。先ほど申し上げ

ました資源調査・評価の充実についても前年から大きく増額のほう要求させていただ

いておりますし、先ほどいただきましたスマート水産業による漁獲情報の取集強化、

この中にも産地市場・漁協から、水揚げデータを効率的に収集できるようにというこ

とにするための予算を要求しております。それから、ＴＡＣとかＩＱの、数量管理の

導入と漁業者の方の実績管理の推進を支援できるようなというメニューも現在要求し

ておるところでございます。 
 ２ページを御覧いただければと思いますが、上の段でございます。資源管理で、資

源状況が悪いと一時的にその漁獲量を大きく減少させなければいけない、厳しい取組

をしなければいけないといった場合もございます。そういった中でも、経営を継続し

ていただけるような漁業経営安定対策につきましても、強化するように現在、財政当

局と要求のプロセスを進めておるところでございます。 
 各項目の詳しい内容につきましては、資料の６ページ以降に、ある程度詳細の書い

た資料を添付しておりますので、お時間のあるときにお目通しをいただければと思い

ます。 
 こちらからの説明は以上でございます。 
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○今井会長   どうもありがとうございました。それでは、ただいまの御説明につ

きまして、御質問、御意見などございましたらよろしくお願いいたします。 
 よろしいでしょうか。それでは、特段ございませんようでありますので、令和３年

度資源管理関係予算につきましては、以上で終わらせていただきたいと思います。 
 以上で予定されておりました議題につきましては、審議が終了いたしました。その

ほかの委員会で取り上げる事項等ございましたら、お願いいたしたいと思います。何

かお考えお持ちの方ありましたら、よろしくお願いいたします。 
 よろしいでしょうか。それでは、特段ございませんようでありますので、次回の本

委員会の開催の予定につきまして、事務局のほうから説明をお願いいたします。 
○岩本所長   例年どおり、来年３月頃に次回の委員会を開催したいと考えており

ます。日時及び場所については、新型コロナウイルス感染症の動向も踏まえ、会長ま

たは皆様の御都合もお聞きしながら調整をして、追って御連絡いたしたいと考えてご

ざいますので、よろしくお願いいたします。 
○今井会長   ありがとうございます。次回の委員会は、例年どおり３月頃に予定

されているということでございますので、委員の皆様方よろしくお願いいたします。

これはコロナの状況を考慮しまして、情勢を見ながらということでございます。 
 それでは、最後に確認でございますが、これまでの議事において、ウェブ会議でご

ざいましたが、それなりに御意見等いただきながら意思の疎通というものは、図られ

たのかなというふうにも考えております。今回諮りました議事、内容につきまして、

反対などの、納得できない部分とかの御意見、意思があったにもかかわらず、それを

伝えることができなかったといったそういったケースはございましたでしょうか。そ

ういったことはなかったということで理解しておりますが、それでよろしいでしょう

か。 
 では、反対の意見があったのに、言えなかったといったそういったケースはなかっ

たというふうに理解いたしたいと思います。それでは、全ての議事につきまして御了

承いただけたものということとさせていただきます。 
 本日の議事はこれにて全て終了でございます。 
 委員の皆様、御臨席の皆様におかれましては、本日の議事進行に御協力をいただき

ましてどうもありがとうございました。 
 なお、議事録署名人の梅田委員と伊藤委員におかれましては、後日、事務局より本

日の議事録が送付されますので、御対応のほうをよろしくお願いいたします。 
 それではこれをもちまして、第４０回瀬戸内海広域漁業調整委員会を閉会いたした

いと思います。長時間、どうもありがとうございました。 
（16 時 40 分閉会） 


